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Abstract
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はじめに

最初に，統計から，宮崎県におけるカツオ・マグロ漁業の発展過程を烏耐しておく．表－１

はカツオ漁獲高の推移をみたものだが，県全体では明治後期までの伸長，末期の低落，大正以

降かなりの変動をみながらも固定的に推移していることを看取しうる・

郡別には一貫して県南部・南那珂郡の漁獲量が最も高いが，その動向は明治末期までの増大

と，それ以降の沈滞傾向がみられる．県中部・宮崎郡の動向も同様で両郡の動向は県全体のそ

れを規定しているといえる．独特なのは県北部の東臼杵郡で,そこでは明治末期以降も漁獲高を

伸ばし，県全体に占める比重を序々に高めている．ところで留意せねばならぬのはこの統計が

属地統計だということである（属地とも属人ともことわっていないが，属地統計であることは

後に示す)．ということは宮崎県への県外船によるカツオ水揚げはないに等しいから表には宮崎

県船籍でありながら県外へ水揚げされたものは含まれていないということである．属人統計で

あれば，明治末期以降漁獲高は漁船動力化によって著しく伸長していることを知るであろう．

＊鹿児島大学水産学部水産環境社会学研究室（Lab・ofFisheriesEnvironmentandSociology，
ｗＦａｃ・ｏｆFisheries，KagoshimaUniv.）



明治22,24年の南那珂郡には北那珂郡を含む

昭和６年以降の宮崎市は宮崎郡に,１０年以降の延岡市は東臼杵郡に入れた．
「県統計書」および県立図書館所蔵文書より作成．

鹿児島大学水産学部紀要第27巻第１号（1978）

県外水揚げは無動力船による根拠地漁業ｊ漁船大型化・高馬力化を進めた南那珂郡が中心で，

宮崎郡は文字通りの衰退，東臼杵郡ではついに近海漁業の域を出ず，動力化による漁獲増大は

地元水揚げの増大と連なっていくのと３類型に区分しうることになる．

表－２のカツオ節生産量の推移は，カツオ県内水揚げ高のそれと極めて類似していることは

いうまでもない．

表－１カツオ漁獲高の推移

表－２カツオ節生産高の推移

184

(注）資料：表－１に同じ．

宮崎郡南那珂郡児湯郡東臼杵郡

（貫）（貫）（貫）（貫）

県 計
年

表－３はマグロ漁獲高の推移をみたものであるが，この統計はカツオの場合と異なり，属人

統計（同じく根拠は本文にゆずる）と推則される．マグロの場合，県外船の水揚げが南部珂郡
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油津町・南郷村に集中し，県内船の水揚げをはるかに凌駕するところはカツオと対称的である．

マグロ漁業の勃興は明治36年のことで，漁船大型化一根拠地漁業を推しすすめていたカツオ

漁業の裏作として定着し，その後動力化の過程で漁獲量は飛躍的な増大をとげる．最初は東臼
杵郡，宮崎郡にも相当の漁獲があったが，次第に南那珂郡に集中化していった．

年

明治22年

２４年

３１年

３５年

４１年

４４年

大正５年

１０年

昭和１年

６年

１０年

１５年

表－３マグロ漁獲高の推移

宮崎郡南那珂郡児湯郡東臼杵郡
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(注）資料：表－１に同じ．
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さて，本文では上記の資料を参考に４期に時期区分をしているので，各時期の概略を極く簡

単にのべておく．

Ｉ、江戸時代；封建制下でのカツオ漁業の停滞

Ⅱ、明治期；前期＝封建的諸拘束の撤廃によるカツオ漁業の叢生と前期的資本の侵蝕，後期

に展開する無動力船での「沖合化」・根拠地漁業の形成と裏作としてのマグロ延縄の導入，漁

業経営の前期的資本からの自立化の進展

Ⅲ、大正期；漁船動力化の開始とそれに随伴する漁業技術の転換，根拠地漁業にかわる沖合

漁業の発展による漁獲高の増大と県外水揚げ高の増加，地域的には宮崎郡の衰退，マグロ漁業

における南那珂郡（油津町・南郷村）の根拠地化

Ⅳ、昭和期；漁船の大型化・高馬力化と小型漁船への動力化の普及によるカツオ・マグロ漁

業における重層構造の形成，戦時体制下での漁業生産力の停滞

なお，本文中特にことわらない限り資料は県立図書館所蔵の行政文書による．

Ⅱ、封建時代のカツオ漁業

宮崎県におけるカツオ漁業およびカツオ節生産の発祥は不明であり，藩政時代のそれも概観

を知るにとどまる．

カツオ漁業に藩専売制をしいている地方として，士佐および日向の二国が知られているが，

日向全域というわけではなく，鉄肥藩だけに行なわれていたもののようである．



186 鹿児島大学水産学部紀要第27巻第１号（1978）

「鉄肥藩ニアリテハ鰹漁業ニ限り漁船ノ所有者（建造）ヲ指定シ船株ナルモノヲ制定シ，是

等株主ノ専用漁業トシ，新規二漁業ヲ開始セントスルモノハ船株ヲ買収セザルベカラザルノ制

度ヲ採り，漁獲物ハ主トシテ節二製シ，藩庁二納入シ，藩二於テハ之ヲ特産物トシテ大阪市場

二送リタルモノナリ，而シテ節製造二関シテハ釜株ヲ制定シ，生鰹ノ重量一割六歩ヲ標準（日

止リ）トシテ納入シ，生鰹ノ価格及製造賃金ハ別二規定シアリ」'）鉄肥藩青島村においては

「漁業ハ船主二於テ之ヲ取締リタル故二船主株ナルモノヲ生シテ其以外二船主タルヲ許サス

船ヲ造ラントスルモノハ其株ヲ売買セリ．鰹ノ時期二於テ漁獲物ヲ船主二於テ節二製シ御荷物

トシテ藩主二買ヒヲ受ケタリ故二船ヲ造ル場合藩主ヨリ幾分ノ保護ヲ受ケタリ」「本村沖合ノ

黄金瀬ハ鰹ノ餌料ヲ漁スル外他ノ漁業ヲナスコトナク他村ハ無論他ノ部落ノ漁業ヲ禁止セリ」

ここに藩専売と船株・釜株制・餌料網の制限といったツンフト強制とが結びついてカツオ漁

業の保護と収奪の体系が構成されているのを知る．鉄肥藩以外では藩専売制はない．延岡藩門

川村でみると

「藩政時代二於テハ歩一役所ノ設ケアリテ鰹漁業二対シテハ漁獲高十分ノーヲ徴収セラルル

定メアリシモ廃藩ト共二廃止セラレタリ」「鰹漁業二関シテハ其ノ餌料二（ナゴ餌）ノ使用時

期ト夜焚釣業湾内漁業二関シテハ同業者申合セヲ設ケタル…･･･」

専売制にかわって漁業貢租賦課が同業者によるツンフト強制と結合して，封建的地域独占を

作りあげている．これら封建的諸拘束は明治維新とともに撤廃されていく．油津町では，「旧

藩当時ハ町二地頭ヲ置キ其下二町役ノ浜差，下払等ノ役人アリ東西二番所ヲ建テ町政ヲ行ハシ

メタリ鰹ハ藩ノ特有物産ニシテ藩営トナシ納屋ヲ建テ長屋ヲ設ケ町役，浜差等ノ諸役人出張シ

テ漁業ヲ取締り漁獲物・納屋役人立会ノ上評価シテ売却セリ鰹節ハ別二節方役人ヲ置キ製造万

般ノ事ヲ掌ラシメ阪神地方二輸出セリ…･･･…右ノ制度ハ明治維新卜共二廃シ爾後明治十年迄ハ

鉄肥商社二於テ鰹漁業並二節製造ヲ行ナヒタリシカ同商社解散卜共二漁業ハ自由漁業トナレ

リ」

漁拶と製造の分離は一部の地域であらわれている．青島村では「漁獲ヲ船主二於テ節二製

造」しているのに油津町および次に述べる細田村大堂津では「漁獲物ハ藩ヨリ買取ラレ全部指

定ノ製造家（釜株）ヲシテ節二製造セシメ」ている．同じく厭肥藩内にあり，藩専売制をしか

れながら，社会的分業に表現される発展段階格差を内包していたのである．カツオ船乗組漁夫

は譜代漁夫であって，「鰹漁船所有者を船頭元と称し，往時より従業者は子孫伝統的乗子とな

る習慣ありて……｣.2）同じ譜代漁夫とはいっても，青島村大字折生迫では幼児にまで岡役代が

ついていた．

「従来鰹漁業ノ尤モ盛ナル処ノ本地二於テハ旧来親方ヨリ水夫ノ子弟二幼時ヨリ多少ノ分配

ヲナシ漁事二習練セシメ其壮丁トナルヤ必ズソノ親方ノ船二乗込ミ決シテ他ノ船二移ラザルノ

習慣アリシ……｣3’

明治以降船主・船頭・漁夫間の封建的主従関係は次第に稀薄化していくが，なお，ギルド的

技能体系と単純協業を基礎に地縁・血縁的結合は残存していく．
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Ⅱ、明治期：漁場「沖合化」とマグロ漁業の勃興

１．カツオ漁場の「沖合化」

明治維新期における封建的諸拘束の撤廃によってカツオ漁業は各地で勃興し，古くからカツ

オ漁業の盛んだった油津町および近郷漁村には明治10年頃カツオ船が150隻もあり，２万余

円の漁獲高をあげるほどに成長していた．ところが，２０年頃には一転して１綬わずか２０円の

収入もないほどの危機的状況に陥ってしまう．その原因は，（１）農民層を中心にした漁業へ

の大量進出が資源の枯渇を招いた．（２）カツオ漁業に妨害となる漁業；夜焚漁業およびフカ

延縄漁業の出現．（３）西南戦争によるインフレを収束するためにとられたデフレ策が漁村

｢恐慌」をもたらし，カツオ需要の閉塞，魚価暴落，漁業用資材の入手難となり，経営窮迫を

招いた．

そうした諸要因が150綬のカツオ船を２０年には７１般までに半減させたのである．同時に漁

業経営の窮乏は，経営体数の減少だけでなく，前期的商業資本侵蝕の絶好の的となった．

当時のカツオ漁業は離岸数里以内の沿岸漁場で日帰り操業を基本としていたが，一方におけ

る濫獲一魚群の沿岸来遊の減少，他方における明治20年代の経済復興，カツオ節需要の増

大は漁場の沖合化を促がすことになった．漁場沖合化のために船の大型化，堅牢性が追求さ

れ，また乗組漁夫数も１０名前後から２０名前後へと増大していく．この漁船大型化による沖合

漁場への進出は，カツオ漁業の裏作としてマグロ延縄漁業が成立する条件整備でもあった．

宮崎県では，漁場沖合化とはいっても，その立地条件から，北は長崎県，南は鹿児島・沖縄県

・台湾という県外出漁となる．県外出漁の状況をみると，南那珂郡細田村大堂津の宮田利平が

明治24年に２５名の漁夫を乗り込ませ長崎県五島に出漁したのが県外出漁の噴矢とされている

(これには異説が多い)．県外出漁の状況を県外出漁が盛んだった南那珂郡南郷村の例をもって

みれば，「地区外出稼スルモノ鯉漁業ヲ主トシ長崎・鹿児島・沖縄ノ三県ナリ」．各県別で

は，（１）長崎県；宮崎県船が根拠地としているのは，長崎県南松浦郡であって，明治２１．２２

年頃東臼杵郡・宮崎郡地方の漁業者が五島地方に出漁するのにならって，南郷村でも２４年以

来２．３綾出漁し，３９年に至って９綬に増加した．（２）鹿児島県；鹿児島県での根拠地は大

島郡菅鈍村，宇検村，阿室村，西古見村，古仁屋村，西阿室村，平田村，喜界島等で，明治

29年に同村阪本平輔がカツオ漁業を探索して以来，次第に隻数増加し，４０年頃には１３隻に

達した．ここでは「漁期終了スレハ漁具漁船ヲ島民二売却シ乗組員ノー部ハ教師トナリ運用並

二漁法ヲ教へ翌年更二新造船ヲ以テ出漁シ連年反覆セシ……」としている．この点を奄美大鳥

よりみれば，カツオ漁業の創始は明治33年鹿児島県肝属郡佐多村の前田孫吉によるとしたう

えで，「元来本郡ニハ造船用ノ木材ナキノミナラズ造船者モ之レナキヲ以テ漁船ハ専ラ宮崎県

ニテ建造セリ而シテ同県ヨリ年々二拾膿乃至三拾般ノ入漁者アリ彼等ハ本郡漁業者ノ増加ヲ

見込ミ漁船売却ノ目的ニテ渡島シ漁期末二到レハ船体並二製造器具一切ヲ売渡シテ帰県スルヲ

常例トセリ」4）（３）沖縄県；前記阪本平輔が38年に出漁したのが最初で，慶良間諸島，八重

山郡与那国島を根拠地とするものが，４２年には７隻に達した．明治40年頃には漁場は沖縄か

ら更に南下し台湾にまで拡大している．このように県外出漁が普及をみるにいたった明治末期

には宮崎県出漁組合が組織されている5)．

出漁組合は「当分の間鰹漁業者二限」って組織され，事務所を県水産組合事務所内に置き，
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南那珂・宮崎・東臼杵の３支部と大島・沖縄出張所，五島出張所が設けられている．その業務

内容は県外出漁に伴う問題の所在，出漁組合結成の背景を浮きぽりしている．

１）「組合員ノ保護取締及遭難救済ノコト」

２）「組合員ノ風紀ヲ矯正シ出漁地二於ケル彼我ノ和親ヲ図ルコト」

３）「漁獲物ノ共同製造並二販売ヲ為スコト」

４）「組合員二対シ日用品及餌料ノ供給ヲ図ルコト」

５）「漁船漁具ノ改良及保管ヲ為スコト」

６）「雇主ノ取締二関スルコト」

ここで県外出漁の性格規定をしておく．宮崎県におけるカツオ漁業の沖合化は県外出漁を意

味し，根拠地漁業形態をとってきたことはしばしばふれたところである．根拠地漁業というの

は，出漁先で餌料採捕，カツオ釣り，カツオ節製造を一貫して行なう形態である．出漁先での

カツオ節製造のために，地元から婦人約10名を派遣していた．一般に漁場の沖合化は航海日

数の延長となり，釣獲したカツオの腐敗防止を重要課題とさせる．鹿児島県所属のカツオ船の

一部は根拠地を設定したが，大半は沖茄で（船中での加工)，委託加工（出漁先の加工場にカツ

オ節製造を委託）方式を採用したのと対称的に宮崎県では根拠地漁業方式をとったのである．

なぜ宮崎県が根拠地漁業方式をとったのか，その理由は資本が小規模なためである．根拠地漁

業であれば，日帰り操業形態をとり，漁船規模は比較的小さくてすむ．宮崎県における漁場

「沖合化」は，従来の操業方式が魚群の沿岸来遊の減少に伴って危機に陥るや，根拠地を他県

に移しただけのもので，本来の沖合化，カツオ漁業の発展と程遠いものであった．さらにその

小規模経営すら前期的資本の従属下にあって，大島郡の例にみられるように「漁期末二到レハ
●●●●●●●●

船体並二製造器具一切ヲ売渡シテ帰県」するという後進地域からの収奪・寄生性を持っていた

のである．そのもたらす結果は明らかで，「……大島に於ては昨年末までに百二膿の鰹船を購

入したり其漁場は瀬戸内の西海面が重なる漁場なれは漁場の狭隆を来すより愈以て他県人に対

する漁業場の悪念を生し開発の母たる本県人も遂には拒絶の悲境に陥るなきかは余程考へもの

なり｣６）即ち，一漁期毎に生産手段一式を不等価交換して利潤をあげているようでも，終局的

には漁場の過密利用をもたらし，自縄自縛の結果を生んでいくのである．後進地域からの略奪

とその寄生性はカツオ漁業を発展させず，漁船動力化の過程で一挙に追いおとされていく．先

述した南郷村の例では，４０年頃には20数綬に達していた出漁船は他県船の動力化によってわ

ずか数般に激減してしまう．

この県外出漁は県全体からみれば汎南郷村を先頭とする先進地の上層経営が前期的資本の手

を借りて展開したもので，その後背には旧来からの沿岸カツオ漁業の広汎な存在があった．

しかし，そこでも平穏無事というわけにはいかず，カツオの来遊減少，他有望漁業種類の出現

等によって再編されていった．カツオ漁業の中心地の一つと目されていた油津町では，前期的

資本の関心がマグロ漁業に移行したためにカツオ漁業の沖合化に遅れをとり，また，東臼杵郡

内でも旧来のカツオ漁業地がブリ大敷網やマグロ延縄に転換し，一部漁村のみがカツオ漁業に

従事するように変化していった．

２．カツオ漁業技術

カツオ漁場の「沖合化」に伴い，漁業技術も変貌する．「沖合化」以前のカツオ漁期は，
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｢鰹ノ来遊スルハ本県沿岸二於テハ多ク三月上旬ニ始マリ稀ニニ月二来ルコトアリ其盛漁期ハ

通常四，五，六ノ三ケ月ニシテ概ネ九月ヲ以テ終漁期トスルモ時二十一月頃迄漁業スルコトア

リ」

漁拶方法を油津町でみれば

「往時は９尋巾の帆船（和船）に櫓６丁乗組員１５～20人の勢で，漁場は折生迫沖合から鹿児

島県内の内の浦まで日帰り，または２．３日間泊り沖であった．漁獲は普通700kg～1,200

kｇ（200貫～300頁）で大漁の時は4,000kｇ（1,000貫）もあった．漁期は３月より９月末ま

で操業し餌はヒラゴイワシの小さいもの，イワシがないときはサバ仔を使用した．活魚鎗はな

く餌樽（５尺樽と云って直径５尺高さ６尺）１個を積込み餌を活して出漁した．その後明治３７

年頃より船内に活魚絹を設けるようになった.」7）

また，東臼杵郡伊形村では，

「其出漁に際し往時は湾内にて曳網餌魚を篭に生したるも明治時代に至りては多くの場合ビ

ロー及シマゲの漁場にて暁を待って二綬張八田網にて小鯛又はムロ子を生獲して釣船には餌樽

と称する中ふくれの経四五尺の大桶を据えて之れを生かし柄長にて海水を入替へたるものな

り.」

「明治二十三年より船底に多数の穴を明けて生間を作り餌樽を廃したる事は当時漁船の大な

る進歩と目されたるものなり船の太さは八尋三尺を普通となし之れに櫓七丁を立て二十人乃至

二十五人乗……｣8）

ここでは明治期に入って餌料採捕が湾内から湾外へ，曳網から敷網類に変化し，活餌の保管

も篭から餌樽，餌樽から活間へと転換する．餌樽から活間に切りかわるのが明治23年からで

あるとするのは早すぎるきらいはあるが，鹿児島県では餌料としてキビナゴが明治末期まで使

用され，その活間での蓄養が困難なため餌樽が使われたが，宮崎県ではキビナゴは局地的に使

用されていたにすぎなかったため，活間による蓄養も早くから着手されたのであろう。餌料は

動力船による漁場沖合化によって蓄養期間の長いカタクチイワシに転換していく．

漁場「沖合化」に伴う漁業技術の変化の中で重要なのは餌料網および餌場確保である．

餌料網々地は漁網一般にいえるが，麻糸から綿糸に転換していくのは紡績工業の隆盛をみる

明治30年代のことである．餌料網として四般張網が広く使用されていたが，次第により簡便

で「沖合化」に適合的な棒受網も普及してくる．油津町の例

「四般張網モ古クヨリ行ハレ重二鰹ノ餌採二使用ス棒受網ハ明治八九年頃ヨリ開始セリ此ノ

網ハ大分県ニテ考案セルモノ、如ク伝フルモノアレトモ実ハ本県東臼杵島ノ浦清田清右衛門ノ

考案セルヲ大分県蒲江人卒先シテ使用シ以テ本県二多用セラルムニ至レリト云フコノ網ノ始メ

テ本町ニテ使用スルヤ漁業妨害アリトシテ四綬張網大二反対セリ……」

同じく大堂津の例

「従来四綬張網ヲ以テ漁獲セシカ明治十五・六年頃大分県ヨリ棒受網ヲ以テ入漁シ利益多ク

簡単軽便ニシテ少資本ニテ漁業シ得ルヲ以テ本組合員之二倣上多数ノ起業者ヲ生シ四綬張網ヲ

凌駕スルニ至しり」

従来四綬張網を主流とする餌料網は，漁網の麻糸から綿糸への転換に支えられ，漁場沖合化

に適合的で，かつ小資本で営なめ，簡単軽便な棒受網にかわられていく．さらに，漁船の大型



190 鹿児島大学水産学部紀要第27巻第１号（1978）

化，それに引き続く動力化の過程は餌料需要の増大を呼びおこし棒受網にかわるものとしてよ

り大規模な小台網を登場させる．小台網の出現は餌料部門とカツオ釣り漁携部門との分離過程

であった．

小台網が始めて用いられたのは，明治38年のことで，県水産試験場が北陸地方から導入し

たものである．試験成績は極めて良好だったため数年を経ずして県下に70～100ケ所に敷設さ

れるほどの盛況ぶりをみせた．この小台網も，棒受網が四綬張網業者の猛反対に出会ったと同

様，棒受網業者との激しい相勉の中から生れてきた．

さて，漁船の大型化は，多量の餌料を必要とするため餌料採捕のために他村への入漁を必然

化し，そこでの紛争を頻発化させるようになる．

３．カツオ漁業経営

無動力船時代におけるカツオ漁業経営の具体的内容を知りうる資料は，明治37年に調査し

たものが１事例あるにすぎない．当時のカツオ漁業は，漁期は通常４～１０月の７ケ月間であ

るが，東臼杵郡は盛漁期のみカツオ漁業を行ない，専従者は極めて少ないのに対し，南那珂郡

は県外出漁が多いので，漁期も長く，専業者も多いという差がある．冬場の兼業種類は餌料網

である棒受網によってイワシ・サバ漁業を行ない，マグロ延縄との兼営はまだこの段階では普

及していない．漁場は県下沖合が普通であるが，県内操業であれば乗組員は１２人，県外出漁

では23人が平均的である．調査事例には注釈が付されており，（１）前貸しは県内操業の場合

１人あたり１０円であるが，県外出漁では２倍を要する．（２）県外出漁の場合は奄美大島では

1,000円以上，五島方面では750円の運転資金がこの他に必要．（３）賃金形態は２通りあると

し，この事例のように，漁獲高を19.5代で割り，平漁夫１代づつの他に，船代・網代として

4.5代，船頭2.5代，餌網船頭２代，酒肴料１代に分配される方式（歩合給）と，漁獲高から

酒肴料，雑費，税金を差引き，残額を船主４，漁夫６の割合で分配する方式があるとしてい

る．後者は大仲経費を控除して折半するものであるが，大仲経費の中に税金までを含めている

ところなどは厳密性を欠く．

カツオ漁業経営の一事例（県内操業・単位円）

創業費

内訳

収入

経営費

内訳

利益

４７０

２２０

８０

５０

１２０

１，０００

８３５．３６

６１５．３８

７６．９２

５１．２８

５１．２８

１０．５０

３０．００

１６４．６４

漁船新造費

漁具新調費

餌取網新調費

漁夫12人への前貸し

カツオ2,500貫

漁夫12人への配当

船頭増加配当(1.5人分）

餌網船頭増加配当（１人分）

酒肴料（１人分）

公費負担

漁船・漁具修繕費
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さて，表Ⅱ－１は明治37年に全国のカツオ漁業経営の調査をした時のもので，それによれ

ば，（１）カツオ漁船隻数は全国2,703隻，宮崎県は全国の８．５％を占めるのに，創業費は１％

を占めるにすぎないカツオ船１綾あたりの創業費は全国平均が１，０６２円であるのに宮崎県で
は１２５円にしかすぎず，経営規模の極零細性が明らかである．先述の調査事例の創業費は４７０

円であって県下最上層に位置するが，それでも全国の半額以下である．

表Ⅱ－１カツオ漁業経営の資本構成

内 訳 1営業個数あ創業費
営業個数

（円） 自己資金個人貸金問屋銀行たり創業費

全国２，７０３

宮崎県２３０

東臼杵郡 ８１

宮崎郡 ３７

南那珂郡１１２

2,870,849
（100）

２８，７５９
（100）

１，４３９
（100）

６，７５８
（100）

２０，５６３
（100）

1,488,751
（52）

２，３３６
（８）

２８０

（19）

2,056
（10）

1,037,553
（36）

２６，４２３
（92）

１，１５９
（81）

６，７５８
（100）

１８，５０７
（90）

223,598
（８）

84,947
（３）

(注）全国は「水産銀行に関する調査書」より宮崎県については県立図書館所蔵文書

1,062

１２５

１８

１８３

１８４

（２）県内のカツオ船の約半数が南那珂郡に集中しているが，創業費からして宮崎郡，南那珂

郡と東臼杵郡との間に段階差がある．東臼杵部では盛漁期のみ沿岸で漁勝するにすぎないのに

対し，宮崎郡，南那珂郡では県外に出漁する差があらわれている。ただ，南那珂郡のカツオ漁
船といえども全国的には最下層経営に属する．

（３）創業費のうち自己資本の占める比重は全国では５２％であり借入れ先も問屋・銀行が少

額ではあるが存在しているのに，宮崎県では自己資金が１０％未満で借入先も個人貸金（高利

貸）に全面的に依存している．前期的資本のカツオ漁業経営への侵透は創業費だけでなく，経

営費を含めれば一層甚しく，経営の自立性は喪失しているとみなさざるを得ない．金利は全国

平均が年約２割であるのに対し，宮崎県は２割４分と高く全国最高水準にある．

前期的資本によるカツオ漁業経営の支配，隷属を生んだ背景の検討に移る．表Ⅱ－２は各府

県から一事例づつを集計したものであるため，厳密さはもとより期待できないが，大ざっぱな

観察は可能であろう．

創業費，総資本額（Ａ＋Ｂ)，収入（漁獲高)，利益ともに宮崎県は全国平均より著しく劣っ

ていること，資本の有機的構成でも宮崎県は低く，技術的構成が零細・脆弱であることを示

す．利益率も１０％台と低く，１ケ月の船主利益は全国平均で８８円なのに，宮崎県27.5円と

極めて低く，当時の舟大工の１ケ月の賃金にしかならない．漁夫の場合は一層ミゼラブルであ

る．

全国的にみて，カツオ漁業における有機的構成・利益率・利益水準の低さが，他産業のそれ

を上まわる高利子の原因となっているが，宮崎県のそれはさらに劣悪で個人高利貸資本の破屋

と全国最高水準の利子率を生む土壌となっている．
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表Ⅱ－２カツオ漁業の経営内容（単位・円）

全国平均宮崎

創業費（Ａ）

収入

経営費（Ｂ）

利益（Ｃ）

有機的構成Ｂ/Ａ

利益率Ｃ/Ａ＋Ｂ（％）

１ケ月の利益（１漁期６ケ月として）

1,402

2,438

1,905

５３３

１．３６

１６．１

８８．３

４７０

１，０００

８３５

１６５

１，７８

１２．６

２７．５

(注）資本の有機的構成を示すのに経営費を可変資本とみなし
たのは経営費に占める可変資本の割合が極めて高いためで
ある．

(注）利益率とし，利潤率としないのは可変資本が前払資本を
構成しているとは限らないためである．

４．カツオ節生産とその経営

明治24年の調査によれば，宮崎県における水産製品の生産額は１１．７万円であるが，そのう
ちカツオ節は約４．５万貫，５．１万円で全体の４４％を占める重要産業であった．当時のカツオ
漁業は漁製未分離を一般としていた．

「製造業ニ在リテハ鰹節ヲ以テ資本ヲ要スル最モ多キ者トス……然しトモ鰹漁船主ノ其製造
二従事スル者ハ別二鰹節ノ原料ヲ買入ル、コトナケレハ漸次之ヲ売却シテ釣子ニハ其原料ノ時
価ヲ以テ約定ノ率二随上之ヲ配分ス故二賃金ノ外別二要スル所ナシ又船主二於テ之ヲ製造シ時
機ヲ見テ之ヲ売却セントスレハ其釣子二原料ノ代価（即チ船主ト釣子トノ間二於テ率二随上分
取スルモノ）ヲ払上渡サザルヲ得ス此場合二於テハ資本ヲ要スルコト勿論ナリ」，》
カツオ節の流通については，

「旧時ハ鰹節其他ノ塩乾製品ヲ輸送スルニモ只タ和船便二依ルー過キザリシニヨリ販売上正
確ノ目的ヲ定ムル能ハス需要供給ノ間常二気脈ヲ通セス故二時トシテハ不慮ノ利益ヲ得ルコト
アルモ又不慮ノ損失ヲ被ルコトアルヲ免レス是ヲ以テ製産者モ危険ノ販路二出ルヲ厭上縦令廉
価ナルモ之ヲ近地二販売シテ損失ヲ免レントスルノ‘情況アリシハ固ヨリ止ヲ得サリシナリ故二
年偶々 豊漁二遇ヘハ価格低落シ到底其労カニ価スルコト能ハサリシハ比々 然リ然ルー汽船ノ便
開ケシヨリ運輸ノ時日モ予メ之ヲ知り其来着ヲ待チ輸送スルヲ以テ低価二榔売スルノ不幸ヲ見
サル二至しり且輸出ノ平均スルヲ以テ価格モ又自ラー定シ収利ノ多少ヲ予知シ安シテ其業二従
フニ至しり」'0）交通の未発達な段階では，地元向販売が相当あり，節価格は狭陸な需要に規定
せられて，漁獲高に反比例しつつ大きく変動した．また，節価格の変動はカツオ漁業経営を不
安定なものにしていた．交通の発達によって，カツオ節は全国的商品となり，需要が拡大し，
価格も安定し，従ってまたカツオ漁業経営をも安定・発達させることになった．カツオ節が全
国的商品となったことは逆にいえば，カツオ漁業，カツオ節製造が資本主義的経済体制の一環
として組み込まれていくことを意味していた．

カツオ節生産量は，漁場の「沖合化｣，県外出漁に応じて増大しているが,増加分は出漁先で
製造・販売されるので，県内製造量は停滞気味に推移していく．
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片岡：宮崎県におけるカツオ・マグロ漁業の発展構造

製造場建設(12坪）

製造器具購入費

現金

一方，価格の方は３７年に高騰し，以降１０貫あたり４０円前後の水準を持続している．３７年

の高騰は日露戦争勃発による軍事食料としての需要の高まりに反応したものだが，加えて官民

一体となった品質改良の努力の成果でもあった．

水産試験場は設立初年度の３６年からカツオ節の改良のために製造伝習を行なっているが，

｢伝習開始前二於ケル本県鰹節ノ品位ハ極メテ低ク販売市場及博覧会品評会等二於テ常二形状

整ハズ脂肪多ク煮熟不足削り不整乾燥不良火膨多ク徹付不備等鰹節資格要点全部二渡り非難セ

ラレ市価上ラズ拾貫漸ク参拾余円二過ギザリシ……｣'１）状態であった．

カツオ節製造法は高知県から実業教師を招聴し，土佐節に倣った．その成果は序々にあらわ

れ38年には製造伝習によって得たカツオ節を大阪で品評販売したところ，「高知節以上ノ評価

ヲ得｣'2）たのに刺激され，「当業者モ又従来二於ケル各自ノ製造法ガ適当ナラザリシヲ自覚シ」

改良に努めたので「南那珂郡ヨリ産出スル大部分ハ改良セラレ今ヤ高知節二匹敵スルモノ少ナ

カラザルニ至ル……｣'3）までになっていく．ここで南那珂郡において先駆的に節改良がすすん

だのは，同地方がカシオ漁業の盛地で，カツオ節加工場も多く，その製造規模も大きかったが

ためであろう．製造規模が小さければ，改良も遅れる．カツオ節加工経営の内容を知る手がか

りは，カツオ漁業の場合と同じく，明治37年の調査にかかるものがある．

当時のカツオ節製造は地域間，経営間格差が著しく，盛漁期または大漁時にのみ製造する場

合や（地域的には宮崎郡，東臼杵郡)，副次的に枯節を造る場合から，専ら枯節製造を行なう

場合（地域的には南那珂郡）など一率に論じがたいものがあったが，ここに示す事例は業務期

間が４～７月の４ケ月であることや，製造量・創業費等から推して，中の上位にあったろうと

思われる．

創業費あるいは総資本額はいづれもカツオ船経営よりかなり高い．だがその内容をみれば，

カツオ節製造経営の一事例（単位・円）

収入

内訳 カツオ節400貫

荒粕140貫

塩辛

臓肺

創業費

内訳
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原料購入1,666貫

薪1,166貫

労賃延183人

箱４０個

公費負担

器具修繕費

雑費

経営費

内訳

利益
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明治37年当時県下に６８のカツオ節加工場があるが，それはカツオ船230隻の３割であっ

て，船主＝加工場経営者という構造が大きく崩れてきていることを示している．県下カツオ節

工場の２/３は南那珂郡に集中し，そこでの経営規模は１経営体あたりの創業費によってみれ

ば，東臼杵郡・宮崎郡に比して著しく大きく，専業化の程度を物語っている．さらに創業費の

構成をみると，借入金は零細な個人貸金に多くを依存し，高金利であること，問屋・銀行から

の借入れのないことはカツオ漁業経営と同様であるが，ただ，自己資本比率が30～40％とカ

ツオ船経営に比べて高い点が異なる．この自己資本比率の一定の水準は，カツオ節製造は往々

にしてカツオ船々主や高利貸資本たる鮮魚仲買人が兼営しており，しかもその経営には固定資

本をほとんど要しないのであってみれば，資本蓄積の結果でないことは見やすい事実であるｂ

宮崎県のカツオ節製造場の規模は地域別，個別経営体間で大きな格差のあることは前に述べ

た通りであるが，概して全国的には小規模・零細と位置づけられていた．

「県下重要ノ水産製造物中鰹節ノ産額ハ凡ソ五万貫其ノ価額二拾有余万円二達ス然ルー従来

京阪市場二於テ我日向節ノ名声ノ挙ラサルハ各製造家ハ熟レモ小規模ニシテ其ノ製品一定セサ

ルモノヲ輸出販売シ偶々佳良ノ節ヲ製造スルモ少額ナルカ為メ土佐節二混合シ販売セラルムカ

故二之力救済ノ策トシテ施スヘキ急務ハ共同製造場ヲ設置セシムルニアリ」'4）引用文にあらわ

れる共同製造所（零細経営の糾合によって創立される）は，明治末から大正初期にかけてあら

われてくる．この共同製造所の出現は，漁船の沖合化・漁船動力化による漁獲の増加分が県外

水揚げされてしまうので，固定的な県内水揚げ高の獲得競争の結果物であった．

カツオ節共同製造所として知られているのは，明治40年油津町に建設されたカツオ節生産

販売組合，同４１年頃の都農水産物生産販売組合共同製造所，大正６年南郷村にあらわれた共

益水産共同製造組合である．

油津町カツオ節生産販売組合の経営内容（明治40年および42年）をみておく．

業務期間は６～７ケ月で，原魚購入はカツオ船20隻と特約し，その漁獲物の半分ないし全

部を購入する計画であった．製法は土佐法にのっとり，地方販売用は特に夏期食料としての半

製品が中心，県外出荷は阪神地方を主要市場としている．

製造規模は前述の個人経営の場合に比し格段に大きいことは創業費・収入・経営費あるいは

創業費の８割が流通資本（運転資金）であり”経営費の９割が原料購入費であって，固定資本

部分は極めて小さい．創業費，総資本額が高いといっても船主が加工場主であれば問題とする

に足りないであろう．資本の有機的構成はそれ故高くなるが，それは技術水準の高さを反映し

ていない．製造法は裸の手労働に近い．

表Ⅱ－３は宮崎県におけるカツオ節加工場の資本構成をみたものである．

表Ⅱ－３県下のカツオ節製造業（単位・円，明治37年）

13,012(40）

590

392

275

719

25,838（６４）

3,020（７０）

3,300(100）

19,518（６０）

営業戸数創業費内自己資本内個人貸金１経営体当り創業費

県全体

東臼杵郡

宮崎郡

南那珂郡

40,150(100）

4,320(100）

3,300(100）

32,350(100）

14,312(36）

1,300(30）

Ｒ
〕
イ
ー
ワ
］
Ｆ
Ｄ

ハ
０
１
《
１
’
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業務期間

創業費

内訳

収入

内訳

経営費

内訳

利 益
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明治40年５月30日～11月19日

１，００５．８８

５８２．７８ 不動産収得

３６８．１０ 動産収得

５５ 製造所敷地料

４，８５９．６９

１，９９０．６５ 地方販売

２，８６９．０４ 県外輸出

4,646.92

4,047.1』原料購入費(8,903尾）

５７．４３ 燃料

３８６．６９ 賃金(従業員17人）

１５５．６９ 雑費

２１２．７７

明治42年４月５日～10月17日

９，２７６．９２

製造尾数15,000尾

生鰹まま売却5,981尾

10,165.08

9,834.12原料購入費

330.96その他

-886.16
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従業員数・製造期間の長さ等からも明らかである．共同製造・販売の意義は，資本の合理的な

活用と漁製分離の促進にある．

経営内容で注目されるのは，創業費の内訳であって，動産収得と表現されている製造器具設

備の占めるウエイトの高まりであろう．製造器具・施設の充実とはいっても，しかしその内容

は節加工技術の画期的変革をもたらすほどではない．

共同製造所は，製造行程の変革をもたらさないまでも，資本の集中，器具設置の充実によっ

て品質改善を大きく前進させていくことも事実である。

「旧来ノ製造方法卜比スレバ全般ニ亘リ改良進歩セシハ勿論ナルガ中ニモ節ノ生命トスル乾

燥方法二至リテハ湿乾室ノ如キ燃料ヲ省キ而シテ,短時日ノ内二充分ノ乾燥ヲ見ルガ如キハ実二

驚クノ外ナシ.」降って昭和１３年県下カツオ節製造業者は東臼杵郡土々呂７，島野浦10,門

川村26，南那珂郡油津６，大堂津４，南郷６計59であった１s)．これを明治37年に比較する

と全体で９経営の減少にすぎないが，南那珂部は４５から１６へと１/3に激減している．この減

少は共同製造所の設立による既存業者の糾合のために生じたものである．宮崎郡にあった１２

の加工場はカツオ漁業の衰退・消滅によって全滅し，東臼杵郡だけが弱小経営体を族生させて

いる．

経営間競争は，南那珂郡で鋭くあらわれ，東臼杵郡では小型カツオ船との結合によって強固

な地盤を確保するが，地域間，経営間格差はいよいよ拡大するばかりである．

大正９年の新聞によれば，「鰹節製造所は……県北沿岸地方は其設備が何れも小規模であっ

て油井竹井製造所の如き一戸で五六千尾の製造能力があるに比し県北地方は何れも一戸四五百

尾位の製造能力しか有せないのである．随て末だ冷蔵庫の普及されていない今日一時に大漁の

あった場合は其処置に困り勢ひ安価に投げ売りを演ずることになる｣'‘）

県北部のカツオ漁業・カツオ節製造の状況は，明治24年の調査からみたものと何ほどの進

歩を示していない．その加工場経営は，各地域ともに前期的資本がカツオ漁業から後退し，製

造業ないしマグロを含め.た仲買業に専業化していくために，自立化が達成されていく．

５．マグロ延縄漁業の勃興
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宮崎県におけるマグロ漁業の創始は明治36年のことで当時の状況は，

「本県沿岸ハ地勢上鮪ノ来遊少キニアラザリシモ従来主トシテー本釣ノミニ依頼シ他ノ漁法

ニテハ僅カニ鰭延縄，飾大敷網二依テ副獲セラル、二過ギズ従テ斯ル重要魚族モ其漁獲高ハ最

近五ケ年間ノ統計平均五千余円ニシテ県下水産物総漁獲高ノ僅二千分ノ九二過ギズ｣'7）

マグロ延縄および引縄による漁獲は明治36年４月に宮崎郡青島村折生迫に設置された県水

産試験場が，先進地千葉県布良より漁具をとりよせ，試験操業したことに始まる．漁具は幹縄

180尋で１５尋ごとに枝縄が付されていたのを10～20鉢使用したという．

「房総地方ニテハ其漁場通常三四十里遠キハ七八十里ノ沖二及フ然ルー本県沿海ニアリテハ

僅二十里内外二於テ鮪漁業二従事ス｣'8）

漁場が沿海であったためか，当初はキハダが最も多く，最いでメバチ，ビンナガを主要魚種

とした．

漁携試験「当初本場所在地当業者ノ如キモ県下沿海ニハ鮪ノ来遊極メテ稀少ニシテ……鮪延

縄漁業ノ如キハ到底本県沿海ニハ望ミナクシテ却テ鰹漁其他ノ妨害ナリト之ヲ批難称導シテ漁

夫ヲ煽動シ本事業ヲ中止セシメントシ或ハ漁具枝糸せきやまノ非ヲ唱へ釣具ノ形状ヲ潮弄罵言

シ貴々トシテ其不結果ニアルベキヲ唱ヘシニ拘ラスー漁期間試験ノ結果何レモ其以外二驚クト

共二忽チ本場付近ヨリ逐次伝播｣'9）していった．

マグロ延縄漁業の普及は目ざましく，明治36年度にはすでに３５膿が着業し，翌37年度に

は59鰻，３８年度には99綬へと飛躍的な伸びをみせている．（表Ⅱ－４)．

表Ⅱ－４マグロ延縄漁船隻数

５
５
４
４
６

３
２
２

該漁業の盛んなのは宮崎郡，なかでも試験場の所在地・折生迫であったが，南那珂郡では油

津町，大堂津，南郷村が，東臼杵郡では細島町，土々呂，門川村がそれぞれ勃興してきた．マ

グロ延縄漁業は漁場沖合化によって漁船の大型化を進めていたカツオ漁業の裏作として普及し

たため，マグロ漁業地はカツオ漁業地と重層している．

漁期および漁場は，

「……県下鮪魚洞遊ノ状態ヲ考フル二毎年十一月初旬ヨリｉ回遊シ十二月ヨリ翌年三月マテヲ

盛漁期トシ四月初旬二至ルヤ南部及中部トモ終漁ス然ルー県北部沿海及大分県南部地方ハ五月

初旬ヨリ七月下旬マテ鮪縄漁業ニテ営業スルヲ得｣20）

明治40年代に入る頃にはマグロ延縄漁業はすでに県下重要漁業の仲間入りを果したが，大

分・鹿児島・愛知等他県からの入漁者も増加しつつあった．明治44年には種ケ島沖合の新漁

県計

宮崎郡

（折生迫）

南那珂郡

東臼杵郡

児湯郡

９
８
５
４
７
１

９
４
４
２
２

９
２
０
５
２

５
４
４
１

(注）『明治三十八年度宮崎県水産試験場業務報告』ｐ､１１より作成
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場が発見されて漁獲高は急増していった．その中心を担ったのが漁船大型化を先駆的に推し進

めた南那珂郡であって，折生迫の相対的地位は急速に低下していく．漁獲物の販路は京阪神・

東京地方を主としていた．

６．前期的資本の支配と後退

明治初年，封建的束縛を廃され自由漁業となったカツオ漁業は，その後激しい漁獲競争場裡

に入っていくが，明治10年代末の漁村「恐'慌」によって皆滅的打撃を蒙ることになった．そ

の再興はまた前期的商人資本のカツオ漁業への進出の過程でもあった．前に検討したように，

カツオ漁業経営における自己資本比率の著しい低位はその結果である．

前期的商業・高利貸資本によるカツオ漁業の支配・隷属については明治37年の水産経済調

査に詳しい．

「本県下二於ケル水産業殊二漁業資本供給ノ方法ハ従来多ク漁村ノ仲買業者即チ鮮魚取扱者

之ヲ供給シ被供給者ダル漁業者ノ漁獲物ハー切資金供給ノ仲買供給業者二販売スルヲ約ス，而

シテ仲買業者ハ之二依テ資金利子及手数料等ヲ暗々裏二回収スルヲ普通トス

如斯情況ニシテ因習ノ久シキ仲買業者ハ漁業者ヲ自己使役者ノ如ク思意シ漁業者又仲買業者ヲ

主人或ハ親方卜称シテ重ンスルカ故二仮令強制ヲ受クルコトアルモ対抗スル能ハス魚価ノ如キ

常二仲買業者ノ左右スル所ニシテ甚シキハ価格ヲ定メスシテ取扱上後二至り市価昇ラサルヲロ

実トシ不当ノ廉価ヲ支払シコトアリ……仲買業者ハ充分ノ資力ナキ者多キヲ占ムルヲ以而漁具

漁船ノ改良又ハ新規漁業ニハ亀モ投資セントセズ所謂旧慣ヲ墨守シ姑息二依ルムヲ常トス是レ

斯業発達ノ阻害ヲ為ス主因ナリ」

「出稼漁業トシテ鯉漁業ハ鹿児島県下大島及沖縄県下並二長崎県下平戸地方二毎年出漁者多

キヲ見ルモ亦資金少額ノ為メ収益ノ多クハ該地方ノ問屋其他二吸収セラレ又高知県下柏島付近

或ハ朝鮮海二出漁スル者モ資金ノ供給充実ナラスシテ十分ノ計画ヲ為ス能ハス……出稼漁業ノ

如キ準備二際シ若シ資金ヲ他ヨリ借入ントスル場合ハ連帯責任ノ保証又ハ相当ノ動産等ヲ以テ

担保トシー漁期間ヲ期間トシテ利率ハ月弐歩以上ノ高利ヲ普通トス」

「現在ノ資本供給者及供給方法ハ右ノ如ク鮮魚販売業者資本主トナリ漁船漁具ノ調整又ハ修

繕等其必要二応シ投資シ担保又ハ利子歩合及貸借期間等ノ定ナシ漁具ノ種類ニヨリ漁獲高ノ四

分又ハ五分ヲ其都度控除シ尚ホカロフルニ資本主ハ漁業者１人前ノ配当ヲ受クルヲ普通トシ漁獲

物ハ投資者取扱フヲ常トス」

具体的に南郷漁業組合についてみても同様である．

明治36年の「漁業組合創立当時ノ状態ハ船主ナル資本家アリテ真ノ漁業二従事スルモノハ

殆ンド漁船漁具ヲ所有スルモノナク従テ漁業者ハ資本家二従属シ奴隷ノ如ク苦役セラレ且ツ生

計二苦状ヲ訴ヘツミアリ」

漁民は船主（製造人または仲買人）に船を借り，漁獲物は「船主卜漁民トノ両者協議シテ相

場（水揚相場）船主之ヲ引キ取り更二平均三割以上ノ利益（陸相場）ヲ得テー般商人二売却ス

ル習慣ニシテ漁民ハ船主二利益ヲ墾断セラレ剰へ不漁ノ際少額ノ前借金ヲナサハ之二利子ヲ重

ネ数年後ニハ遂二所有家屋宅地其他ノ財産ハ之レヲ担保トナシ或ハ船主ノ名義トナシ漁民ハ殆

卜奴隷視セラレタリ」

宮崎県の前期的資本は，規模零細でそれ故高利であるが，仕込制を通じてカシオ漁業に吸着，
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搾取を行い，その発展を阻害していたのである．特殊的には奄美出漁にみられるごとく，後進

地域の略奪的経営も行われていた．

前期的資本の蕊紳からの脱却は，上からの指導一漁業奨励策一によって序々に果されて

いく．

カツオ漁業経営の自立化に役立ったのは，明治35年の漁業法成立に伴うところの漁業組合

の創設・共同販売の開始であった．

「最初当局者は非常なる憤発も以て組合を組織せしめながら……魚揚場を設けざるに於て

は組合の認可を為さざるの方針にて各組合は悉く魚揚場を設置する事に協議せしめられたる

……｣２１）

なぜ県当局が強制的に魚揚げ場設置に執着したかは次の報告に示されている．

「漁業組合ノ基礎ヲ輩固ニシ之ヲ活動セシメント欲シ本県沿岸二於テ漁獲セシモノハ本県指

定ノ場所二於テ競売二付セシムルコトムシ漁獲処理ノ県令ヲ発シ之卜共二漁業組合ノ事務規程

ヲ訓令シ組合員漁獲物共同販売ヲ強制ス魚揚場ヲ強制ス魚揚場制度是ナリ」22）

魚揚げ場＝共同販売所設置は仕込資本との激烈な闘争を伴いながらも実現し，成果をあげて

いく．

以下いくつかの事例をあげておく．

（１）東臼杵郡門川村漁業組合（35年設立，３８年共同販売所設置）

「然ルニー面漁獲物仲買人二於テハ之レガ実行ノ暁ハ自己二不利益ヲ招致スルヲ信ジ陰カニ

組合員ヲ煽動シ其実行ヲ妨クルノヲ生シ施設上更ラニ支障ヲ醸シタリシニ時恰モ三十八年二月

本県令ヲ以テ漁物販売取締規則発布ヲ見ルー到り絃二断然決議ノ実行二着手セリ同年四月販売

所造築ノエヲ起シ同年六月一日ヨリ事務ノ取扱ヲ開始セリ」

（２）南那珂郡油津漁業組合（35年設立）

「漁業者卜製造仲買業者トノ直接ノ漁獲物売買ハ漁業者二不利ナル点少カラサルヲ以テ漁業

組合ノ設立ト同時二共同販売事業ヲ開始」

「組合創立後日尚ほ浅き際として多くの漁民は共同販売の如きは之を不必要と見徹して漁獲

物を密売し中には脅迫を加へて事務を妨害せんとせしものあり･･･…去三十八年中の如きは七八

十名の犯則者を告発するの己むを得ざるに出でたる事あり……三十九年度より組合員の諸税を

組合に於て負担するに至りたる等漁民の利益少からざるより漸次組合事業の漁民に利あるを悟

るに至れり……｣23》

（３）南那珂郡大堂津漁業組合

明治38年４月に旧魚揚げ場を継承し，漁獲物共同販売事業を開始したが，「当時自由販売及

仕込主トノ特売ノ余弊ヲ受ケ共同販売所ハ単二歩金ヲ徴収シ役員職員ノ扶養ヲナスノミ」

「漁獲物ノ密売隠憲盛二行ハレ停止スル所ヲ知ラス」といった状況であったが，４１年になっ

て組合の内部刷新が断行された結果，「魚類販売法モ鰹鯛ノー種ハ仕込主トノ特売二属シー般

仲買人ハ魚揚場ヨリ直接買入ルム途」がなかったのが一般漁獲物と同じ競売となった．このた

め製造業が勃興し魚価も昂ったといわれた．

（４）南郷漁業組合も同じで，共同販売開始後，前期的資本による利益の墾断はくずれ，「従

来ノ船主ノ多クハ製造又ハ仲買業ヲ専業トスルニ至しり」
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「本組合に於て共同販売開始後は魚価従来に比し三割三分方騰貴し古来船主基本主義なりし

漁村は漸次漁士基本主義に変ずるの徴あり｣24）

県の指導による漁業組合の創立と共同販売所の設置・共同販売額の上昇は前期的資本のカツ

オ漁業からの後退・退却をもたらし，漁業経営の自立化，資本蓄積の条件を整え，漁業拡大の

基礎となっていった．

カツオ船主の自立化を促したものは，単に共同販売の実施による魚価の高騰に限らない．共

同販売による組合活動の活発化はカツオ漁業への資金融資を可能にしたのであり，県の実施し

た漁業奨励金，水産奨励金貸付も大きく寄与したといわなければならない．

大堂津漁業組合では，

「漁業組合設立当時ノ状態ハ船主ナル資本家アリテ真ノ漁業二従事スルモノハ殆ド漁船漁具

ヲ所有スルモノナク従テ漁業者ハ船主二従属シ使用人視セラレ常二生計困難ノ状態ナリシガ組

合設立後ハ漁民本位トシテ奨励シ来リシ結果現今二於テハ殆ド漁船漁具ヲ所有シ猶進ンデ個人

又ハ共同出資ヲ以テ発動機漁船ヲ建造或ハ買入レ……」るようになったのである．大堂津にみ

られる動向は県下一般を代表していた．

さらに，もう一点忘れてならないのは，明治後期のマグロ延縄の兼営がすこぶる順調であっ

たことである．マグロ漁獲高の飛躍的増大は，カツオ・マグロ経営主の前期的資本からの自立

化に寄与するところ大であった．一方前期的商人資本は県内水揚げ高の固定したカツオ漁業か

ら後退し勃興・隆盛の途についたマグロ漁業に吸着盤を移行させていく．

Ⅲ、資本家的経営の形成

１．漁船の動力化

日本における漁船動力化の噴矢は明治39年静岡県水産試験場の試験船富士丸とされている

が，宮崎県では明治41年の魁丸が最初である2s)．船主は宮崎郡青島村折生迫の吉永与七で，

１９トンの西洋型帆船にユニオン式石油発動機（20馬力）がとりつけられたのである．吉永は魁

丸をもって，カツオ釣り漁業およびマグロ延縄漁業に従事する計画をたてている．その計画で

はカツオ釣り漁業は４～９月を漁期とし，宮崎県沿海および奄美大島，長崎五島，平戸ならび

に沖縄県下一円を漁場とし，漁獲物は県下で操業中は地元・折生迫で，県外出漁中は出漁先で

カツオ節に製造する．カツオ節製造のため地元からカツオ節製造人として１０名（婦人層中心）

を連れてゆき，出漁先に根拠地を設け，そこで製造せんとした・

マグロ延縄漁業は１１～３月までを漁期とし，カシオ漁場と同じ漁場で操業し，漁獲物は鮮魚

のまま寄港地で販売する．カツオ釣りの乗組員数は２７人（節製造人１０人を除いて）マグロ延

縄で10人の予定であった．だが魁丸は結局「機関小二失セシト速力充分ナラス予定ノ目的ヲ達

スルヲ得サリキ｣26）に終ってしまっている．しかしなお，カツオ・マグロ漁業の飛躍的発展の

礎となった点は高く評価されねばならない．

初期の動力機関は不完全なものが多い，例えば石油発動機は電気着火器に附着しておこる事

故が多く，粗製濫造の弊害もあらわれ始めており，高価な灯油を多量に消費するという欠点が

あった．この石油発動機にかわるものの一つに蒸気機関の採用がある．この蒸気機関は明治

42年の遠洋漁業奨励法の改正によって奨励金が増額されたことに刺激され，カツオ釣り漁船を
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中心にかなり採用された．蒸気機関付帆船の宮崎県における最初の建造者は南那珂郡南郷村の

西村伝作である．西村は「石油発動機補助機関ノ故障多キー鑑ミ」４５トンの蒸気船を建造した．

成績は「漁業上軽便ナルト事業上経常費少ナクシテ当業者ハ大二便利ヲ得｣27）と評価された

が，その後普及しなかった．その原因は，機関の外にボイラーおよび石炭を積むので容積・重

量ともに重ばり，したがって船体を大きくすれば建造費が重むし，従来の漁船に取りつければ

航海範囲は限定される．また，石炭の積み込みには時間を要しそれ故好漁機を逸するという欠

点があったからである．

石油発動機にかわるもう１つの機関は吸入ガス機関であった．これは木炭を使用するので灯

油に比べ1/5～1/６の燃料代ですむが，発生するガスは一酸化炭素であって猛毒なこと，発生

したガスに混入している木炭の微粒子を除去するガス洗漉器が不完全であり，また木炭の供給

が不安定であるといった事情のために広く普及せず，宮崎県でも１～２隻建造されただけでそ

の後姿を消した．

こうした発動機関の混乱から抜け出し，広汎な普及をみたものが，焼玉機関である．スウェ

ーデン製のポリンダー式がそれで，燃料に軽油（当時軽油は灯油よりずっと安価であった）を

用い，電気着火式に比べて故障も少なかった．宮崎県で焼玉機関（有水式）を最初に採用した

のは，大正２年南郷村の漁福丸（15馬力）とされている28)．

それで大正期には漁船発動機といえばポリンダー式一色となったが，これも発動機冷却のた

めに清水が必要で，その容量・重量が燃料の２～３倍も必要とあって，自ら航行圏が清水の積

載量によって規制されていた．さらに軽油需要が次第に高まり，価格も騰貴したので，その改

良がさけばれるようになっていく．

それらを解決したのが，第１次大戦であった．戦争は発動機の改良・進歩を促し，戦後重油

使用あるいは冷却用の清水を必要としない発動機を生みだしていった．冷却用の清水を要しな

い石油発動機は無水式とよばれ，大正末期に普及していく．無水式の出現は長期操業・沖合進

出を可能にした．

明治43年，県下動力漁船は20隻で東臼杵郡門川村６隻，伊形村４隻，東海村１隻，宮崎郡

青島村２隻，南那珂郡細田村２隻，南郷村５隻となっていた．トン数は１５トン前後，馬力数

は１５～25馬力でいずれも石油発動機関であった．

機関製造価格は馬力数に応じて1,500円～2,500円（最も多い２０馬力で1,800円）である．

船体製作はいづれも県内地元漁港で価格も９００円～1,100円であった．漁船動力化初期では発

動機関は主に関西から供給されその価格は船体価格の２倍となっている．表Ⅲ－１は県下にお

ける動力船（カツオ・マグロ漁船に限らないが初期のものは全てカツオ・マグロ漁船とみなし

てよい）の推移をみたものであるが，動力化は２段階，即ち大正期と昭和初期に著しく進展し

ている．しかも大正期の動力化は小中型船中心なのに，昭和期のそれは小型漁船の目ざましい

普及と一部の中・大型船の出現を特徴としている．大正期の動力化が序々にしか進展しないの

は，宮崎県におけるカツオ・マグロ漁業の零細性・後進性を象徴するものとして注目される．

鹿児島県では明治41年に最初の動力船をみてから数年を経ない４４年には９８隻（内訳・石油

発動機船85,蒸気機関13,吸入ガス機関１）のカツオ動力船が出現し，当時のカツオ船164隻

の６割を動力化していた２，〉．



(注）「宮崎県累年統計書」より

(注）大正期の動力船が全て20～５０トンクラスに含まれているのは疑問があるがそのまま掲載した．
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表Ⅲ－２大正初期におけるカツオ・マグロ漁業の概況

表Ⅲ－１動力漁船隻数の推移
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さらに，大正期におけるカツオ・マグロ漁業の状況を，大正４年の事例をもとに考察をすす

めよう（表Ⅲ－２)．

（１）船体は木製で地元の製造にかかることは勿論であるが，大きさは１８～１９トンが支配的

的である．これは昭和に入って県南部南郷村・油津町を中心にした大・中型化と，他地域での

一層の小型化の前提をなしている．まだその二極分化への萌芽は見出せない．発動機関は焼球

式で馬力数は２５～30馬力である．製造所は全て県外であるが，焼玉式が普及したため製作地

は関西から東京に中心が移っている（明治末期との違い)．

（２）漁業種類はカツオ釣りとマグロ延縄の兼営であって（意識的に選択した結果ではなく，

動力化がカツオ・マグロ漁業から達成されていくことを示す)，昭和期に入って県北部が小型

動力船でイワシ網漁業をも兼営するようになるのと異っている．その時点ではカツオ・マグロ

漁業の性格は地域的に大きな段階差を示すが，大正期ではまだ明確でない．

（３）漁期はカツオ釣りが４～１０月の７ケ月，マグロ延縄が11～２月の４ケ月が標準的で

ある．大正期には地域差が明確ではないが，昭和に入ると，大・中型船でのカシオ漁期の延長

〃 肥
８
和歌山・高知・宮崎・
長崎・台湾

計５トン未満５～１０トン１０～２０トン２０～５０トン５０トン～

宮崎・高知・長崎・
鹿児島・沖縄

鹿児島・宮崎・高知

大正４年油津町１９２５

大正４年島野浦１８３０

大正４年細島１８２０

大正４年門川１９３０

８
４
０
８
０
５
３
４

１
３
５
９
８
９
９
２

１
３
３
４

８
４
０
５
０
８
７

１
３
５
２
１
１

年
年
年
年
年
年
年
年

大正１

５

１０

昭和１

５

１０

１５

２０

１
３
３
０１

３
８
５
０

６
４
５
７

105

191

193

172

24

118

126

224

年地域トン馬力機関製造漁業種類・漁期乗組員漁場

４
０
５

３
１
２

東京・
新潟鉄工所

東京・
池貝鉄工所

〃

鹿児島・沖縄・高知
長崎。宮崎

沖縄・鹿児島

宮崎・鹿児島

大正４年島野浦１８３０東京・
池貝鉄工所

大正４年土々呂２５

大正４年南郷村１９２５大阪

3０宮崎・鹿児島

カツオ釣り
マグロ延縄

カツオ釣り

カシオ釣り
マグロ延縄

カシオ釣り
マグロ延縄

カツオ釣り
マグロ延縄

カツオ釣り
マグロ延縄

カツオ釣り
マグロ延縄

６
１
０
０

２
１
３
３

４～10月

４～10月
12～２月

4.15～10.15

11～３月

３～10月
11～２月

４～10月
12～２月

3.10～10.15

11～２月
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(従ってマグロ延縄漁期の縮少)，小型船でのカツオ漁期の大巾な短縮（３～７月頃）と冬期に

イワシ漁業が加わるので，マグロ延縄が８～９月と１～２月に２分されたり，イワシ漁業と併

行して操業されたりするように変化する．漁場は沖縄・長崎までの出漁がかなりみられるとこ

ろに特色があって，昭和期に入ると大・中型船による三陸・台湾方面への出漁，小型船での沖

縄・長崎からの退却とに二極分化する．

（４）乗組員数はカツオで30人前後，マグロで10人前後となっているが，これを昭和期に比

較してみれば，カツオで多く，マグロで少ないといった傾向を見い出しうる．これはカツオ漁

期における雇用とマグロ漁期の解雇といった流動的形態の過剰人口を生み出している30)．これ

も昭和期に入ると，カツオ漁期の短縮，マグロ延縄と併行してのイワシ網漁業とが，乗組員数

を周年均一化させていく．

２．カツオ漁業の再編

しばらく各地域のカツオ（マグロ）漁業の動向にふれ，後で概括することにしよう．

東臼杵郡島野浦漁業組合（大正８年）

「独り我島野浦二至りテハ周囲三里ノ孤島漁業専務春秋両期ノ鰹漁業ハ島民千余ノ生命ヲ持

続」してきたが，「絃十数年来ハ遠洋漁業ノ結果ニモアルカ従来ノ如ク魚族ノ緊来ノ以前二比

シ頗ル少ナク従テ在来ノ船舶ニテハ……漁夫モ船頭モ収支償ワサルノ悲境ニ陥り遂二其業ヲ休

止スルニ至しり」

南那珂郡油津町漁業組合（大正７年）

「出稼漁業ハ明治二十年頃ヨリ長崎県五島平戸地方二鰹漁業二出漁セリ……（しかし…引用

者）…従業者ハ其ノ得ル所ヲ浪費セルト流行病ニ確り漁夫ヲ失ヒタルトニヨリ明治四十年頃全

ク出漁ヲ中止スルニ至しり同年以後ハ台湾及沖縄等二出稼スルモノアルニ至リタレトモ自ラ起

業スルモノナク台湾二於テハ水産株式会社ノ漁夫トシテ雇傭セラレ年々二三十人渡航セリ」

油津町では動力化の波にのれず，一時カツオ漁業の衰退をみたが，大正末期にはかなり復活

してきている．

「近年発動機船漁業ノ勃興以来同漁船ハ殆ンド鹿児島県長崎県下二出漁シ在来ノ帆船ノミ地

区内二止マリテ従業スルモ漁獲少ク鰹節ノ生産高年々減少スルノ状況ナル」

南郷漁業組合（大正５年）

「鰹鮪釣漁業ニアリテハ昔時帆船時代二於テ本村二於ケル該漁従漁船実二五十隻以上ニ達シ

内四十隻以上ハ遠洋漁業即チ台湾沖縄鹿児島県及上長崎県下二盛二出漁シタリシモ近年機関付

漁船ノ発達スルニ従上従来ノ漁船ハ……圧倒セラレ･…･･資金不充分ノ為メ他卜同一歩調ヲ取ル

能ハス漸々衰退ヲ来シ明治四十四年二至り機関付漁船二隻二減シ遠洋漁業ハ殆ンド廃絶シ為二

漁村ノ疲弊頓二其極二達セリ依リテ漁業組合二於テハ其回復策ヲ講シ種々ノ方法ヲ設ケ奨励ノ

結果現今機関付漁船漸々十五隻二達梢々愁眉ヲ開クニ至レリト雛往時全盛時代二比スレハ未タ

其半ニモ及ハス且ツ造船資金ノ多額ハ借入レナルヲ以テ其償却甚タ困難ノ状態ニアリ」

大正11年では，

地区内発動機船20余綾はほとんど全て漁期に従って鹿児島・長崎県下に出漁し年々数十万

円の漁獲をなすとした上で，

「発動機船漁業ノ勃興以来郡内地先二於ケル鰹漁業ハ甚タ不振ノ状態ニシテ漁船ハ悉ク鹿児
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島県長崎県等二出漁シ在来船ノミ地区内二止マリテ従業スルモ漁獲少ナク鰹節ノ生産高年々減

少スルノ状況ナル……」

このように漁船動力化を契機にカツオ（マグロ）漁業は大きな転換を迎える．概括すれば，

（１）漁船の動力化は航行の自然的制約をうち破り．魚群を求めて移動しうるという点でカツ

オ漁業を積極的漁法に転換せしめた．それはまた漁獲能力を一段と高め，従来の帆船カツオ漁

業を駆逐していく．出漁地先では宮崎県船における規模零細性と，それがための動力化の緩慢

な進展は，他県のカツオ動力船によって駆逐されるところとなり，根拠地漁業は破局し，消滅

していく．

（２）沿岸沖合における帆船カツオ漁業はカツオ群来の減少・餌料欠乏とによって不振とな

り，従ってカツオ節生産は停滞・衰退を余儀なくされる．一方，根拠地を追われながらも動力

化しえた漁船は漁獲物水揚げを漁場に近く，カツオ節工場・餌料供給，漁業・生活資材の供給

に恵まれている鹿児島県山川・枕崎に集中していく．水揚げ地が山川・枕崎に移行することは

漁製分離が著しく進行したことを示すと同時に，地元のカツオ節経営の発展の途を閉ざし，そ

の離合集散を促していく．動力化に伴い，カツオ漁業・カツオ節製造業の地域的・階層的再編

が進行していくのである．

（３）漁船動力化を契機にカツオ漁業の操業様式も大きな転換・発展をとげる．船型は和船型

から西洋型および和洋折衷型へと改良され，船首にポースプリットが設置されて，多数の従事

者が船首部で釣獲できるようになり，また釣獲時に杓子で海水を撒いていたのも撒水器にとっ

てかわられ，漁獲能率は高まって行く．餌料もマイヮシ・ヒラゴイワシ等を出漁前に採捕ない

しは地元で購入していたのが，山川および海潟周辺でカタクチイワシを購入するようにかわっ

ていった．

（４）動力化に伴うカツオ漁携技術の変化とともに，経営方式も大きく転換していく．造船は

無動力船に比べて２～３倍の資金を要するようになった．発動機の価格は船体建造費に匹敵な

いし倍し，さらに燃料代，餌料購入費，食費（航海日数の延長によって）等の新たな出費は，

船主をして資本主義的経営方式を採用させるに至る3')・

次表は無動力船との比較で，資本額の増大と資本の有機的構成の違いをみたものであるが，

可変資本（労賃および食費）も動力化の過程で大きく伸びているが，それにも増して，不変資

本（創業費，可変資本部分を除く経営費）の増加は著しいものがあり，資本の有機的構成も飛

躍的な高度化をみせている．カツオ漁業経営に要する資金量は一挙に１０～20倍へとはねあが

り，その資金の一部は水産奨励金や漁業組合の貸出し金によってまかなわれるにしても，大半

は個人貸金（高利貸資本）に依拠せざるを得ない．だが，彼らも零細であり，その依拠すると

表Ⅲ－４資本額と資本の有機的構成

トン・馬力

漁業種類

不変資本（円）

可変資本（円）

Ｗｃ

明治３７年大正４年大正８年

カツオ釣り

５１１

７９４

１．５６

１９トン・２５馬力

カシオ・マグロ

１１，８１８

４，７３６

０．４０

１５トン・２０馬力

カシオ・マグロ

１７，４６９

６，１５４

０．３５
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ころはカツオからマグロの流通に移り〆その基盤も競売の一般化によって狭腔化しているので

あってみれば，貸付けも思うにまかせず，その結果，漁船動力化の過程で，カツオ漁船は一挙

に半減してしまう．だが逆説的に言えば動力化しえた層は，カツオ漁獲高を大いに高め，マグ

ロ延縄の兼営で資本蓄積を果し，前期的資本からの離脱をなしとげ得たのである．

漁船動力化に伴う新たな問題の一つは，以上のほかに，船型の西洋化，発動機関の据付け，

活間の設置等によって造船技術，航海技術も変化してくることであった．このため，旧来の和

製帆船の舟大工は新しい造船技術を取得することが必要になり，船匠講習会が開かれたし，発
動機々関士の養成も焦眉の的となってきた．

南那珂郡での機関士養成計画は（大正８年)，

「本郡二於ケル発動機船漁業ハ大正三年以来発達ノ緒二就キ爾来年ト共二漸次数ヲ増加シ今

ヤニ十有六綾ノ多数ニ達シ更二本年内二於テ新規造船ヲナスモノ数綬ヲ算シ益々発展ノ気勢ヲ

示シツ、アレトモ……機関士……今日ノ状態ハ高給ヲ支出シテ他府県ヨリ雇傭シ而モ経営上不

便少カラサルヲ以テ郡二於テコレカ養成ヲナシ……」

東臼杵郡での石油発動機々関士養成に関する意見（大正５年）は，

「目下ノ難事ハ機関士ノ不足且ツ技術ノ拙劣及機関士雇入レニ於ケル諸種ノ弊害ナリトス」

｢従来石油発動機付漁船二雇入レノ機関士ハ多ク海軍機関兵ノ在郷者ニシテ従ツテ学理二暗ク

又経験二乏シク加之其数二於テ極メテ少ナカリシカ機関士ノ技術ハ他ノー般漁夫ノ容易二模倣

ス可カラサルモノナルヲ以テ之力奇貨トシ漁船ノ進退一二己ノ権能ニアリトノ騎慢ノ風ヲ増長

シー朝其ノ機嫌ヲ損センカ例令平穏無事ナル天候ノ時ト雛故意二種々ノロ実ノ下二出漁ヲ肯セ

ス為メニ漁利ヲ失スル事極メテ少カラサルノミナラス若シ之ヲ冷遇スルニ於テハ機関ノ取扱ヲ

粗略ニナシ或ハ燃料ヲ濫費シ其結果甚シキ損失ヲ招クニ至ルヲ以テ営業主ハ自然種々ノ優遇法

ヲ設ケ漸次多数前貸金ヲ為ス等益々其待遇ヲ……」優遇せねばならなかったのである．

機関士・機関長の賃金は一般に船長および漁拶長を上まわっており（大正期)，昭和期に入

って発動機関の改良・機関技術の普及につれ，その地位も低下し，機関士問題の解決をみる．

３．カツオ餌料の蓄養試験

カツオ船動力化に伴い，漁船の大型化・航海日数の延長が進展すれば，カツオ餌料の需要は

それだけ増大していく．それに呼応して餌料採捕も四綬張網，棒受網，小台網等によって行な

われるようになってきたことは前章で述べたが，それでも全体としては“餌料不足”は否めな

かったようである．

大正７年では，

「餌料供給ノ状態ハ各漁船出漁ノ途次自ラ棒受網ヲ用上若クハ小規模ノ四綬張網ヲ用ヒテ漁

獲シ僅カニ自己ノ用二供スルニ止メ未ダ広ク餌料供給ノ事業ヲ経営スルモノ無ク依然トシテ旧

態ヲ改メス為メニ餌料ノ乏シキガ為メ本県鯉漁船ノ多クハ鹿児島県山川港ヲ根拠地トシテ出稼

漁業ヲ為スノ現状ニ在り」32）

“餌料供給不足”とは餌料の絶対的不足というより，常時供給しうる体制，蓄養の欠如の産

物といった性格が強かった．カツオ餌料蓄養に関する記述が初見されるのは大正３年のことで

ある．

餌料蓄養は明治期に入って漁場の沖合化・餌料需要の増大に直面した鹿児島県では明治3５
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年頃熊本県天草郡牛深でマイワシを生洲に蓄養するものがあらわれたのに刺激され，３８年か

ら試験を始め，翌39年には鹿児島湾内での蓄養適地と小イワシの量の調査を行っている．そ

の成果に支えられ山川および海潟が急速にカタクチイワシ供給地として成立していく．キビナ

ゴからカタクチイワシへの餌料転換，カタクチイワシの蓄養技術の確立によって鹿児島県のカ

ツオ漁業は大きな発展をとげることになる．ただ奄美大島にはカタクチイワシが棲息しないた

めにキビナゴを用いた日帰り操業形態は今尚続いている．この点宮崎県の県外出漁＝根拠地漁

業は餌料面からも，経営規模の点からも真の沖合・遠洋漁業に発展する性格のものではなかっ

たのである．蓄養技術の立ち遅れは，カツオ漁業の生産構造に根ざしたものであった．最初の

餌料蓄養は宮崎県水産会の後援の下に，イワシ類の豊富な東臼杵郡土々呂漁業組合が行なった

もので，その成績は必ずしも芳ばしくはなかったようである．その後個人による蓄養が行なわ

れている．

大正１０年東臼杵郡島野浦の岩谷勇次郎の例，

「鯛ノ漁ニハ改良敷網ヲ使用シ夜間石油集魚燈ヲ以テ焚入レヲナス用船網船二隻火船一隻口

船一隻予備火船一隻漁夫二十二人ヲ使用ス」

「本鯛蓄養設備ハ頗ル簡単ニテニ丈ノ竹篭八個卜線織網ヲ使用シタル四角形ノ活洲六個ヲ設

備シタルニ過キス」

「大活洲ハ編ヲけんちこ斗桝約三十杯小活洲十五杯分ヲ容ル歩留ハー週間蓄養シ大活洲ノ分

十七八杯蓄養場所ハ島ノ浦港内北部湾入ヲ利用シ幅漁場ニ近ク比較的蝿死少ク成績良好ナリ右

ノ如ク設備簡単ナルモ本県北部二於ケル唯一ノ設備ニテ鯉釣漁業者二取り非常二便宣ヲ得タリ」

大正10年になっても「本県北部二於ケル唯一ノ設備」なのである．

同じく大正１０年の南那珂郡福島村川崎雅一の事例，

「本綴蓄養設備ハ鹿児島県山川式二則り簡単二設備セリ

イ．蓄養場所福島村高松地先瀬戸島ノ周囲

ロ．水深満潮時二尋半干潮時二尋……

ハ．活篭構造竹製長方形長サ九尺巾三尺深六尺……二斗桶ニテニ杯半ヲ容ル

ー．使用個数三十四

ホ．価格一個十二円（志布志製）

へ．鯛採捕漁法四般張網及地曳網ヲ使用

ト．蓄養方法漁獲シタルモノヲ活篭二入レタル後十日位放置シ歩留二分ノートナル

チ．一篭四十円乃至七十円（販売価格か……引用者）

リ．蓄養期間旧二月二十日頃ヨリ旧五月（梅雨頃）迄トス」

蓄養期間が著しく短いことに注意．

餌料蓄養では水産試験場は遅れをとり，大正６年に始めて試験を行なっている．

「本県二於ケル鰹餌料蓄養ノ方法ヲ見ルー専ラ篭活洲ヲ使用スト雛トモ篭禦ハ水ノ疎通宣シ

カラズシテ小数ノモノヲ短期間ハ蓄養シ得ベキモ多数ノモノヲ精々長期二亘リ蓄養スルニハ不

適当ナルノミナラズ保存及使用上二不便少カラズ｣33)．試験場の行なった方法は網生洲式であ

る．その成績については大正１１年に次のように述べている．

餌料蓄養は「大正六年度南那珂郡福島村……二施行セシ蓄養試験……（は…引用者）…長期
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多量ノ餌料蓄養ニハ網生洲ノ遥二在来篭生洲二優レルヲ知り得タルモ此地方未ダ餌料漁獲ノ法

備ハラス単ナル蓄養事業トシテ永続困難ナルタメ中止セルモノナルガ近来県北地方二於テニ般

張四綾張或ハ餌取網等ノ漁具増加シ小温ノ漁獲多キモ鰹漁業ト時期ヲ－ニセサルコト多キヲ以

テ空シク煎子トシテ製造シ去ラル、状態ナルヲ遺憾トシ本試験ヲ開始セルモノナリ」

大正11年の蓄養試験の再開は同じく網生洲を用いている．成績は，

「但蕊死魚二割二及ビ先年ノ試験二比シ意外ノ感アリシモ之漁場ヨリ蓄養場迄ノ運搬二篭ヲ

用ヒス捕網ノ魚取部二魚ヲ集メタル侭漁船ノ間二挟ミテ持帰ル習慣アルト受給漁船ノ来ル毎二

生洲全部ヲ繰越スコトニ依り魚ヲ損傷スルコト多キー依ルモノノ如ク…･･･｣34）

結局，餌料採捕から蓄養にいたる技術の未熟さを露呈したにとどまった．

降って，昭和７年島野浦漁業組合は念願の網仕切り式による餌料蓄養に乗りだす．その背景

にあるのは相変らずの“餌料不足”のため漁利を他県船に奪われ，餌料を遠く山川に求めねば

ならぬ不便の解消であった．

「本計画ハ単二昨今ノ着想ニアラズ旧二大正拾一二年ノ候県水産試験場卜共同シ鰹餌料蓄養

試験ヲ行上県内漁船二対スル餌料供給二着手セリ其方法ハ湾内北湾ノ水深八米内外ノ区域ニー

辺ノ長三米強六角型生洲若干ヲ碇置シ四五両月二渉リ付近漁場二於テ四五統ノ餌取網ニテ漁獲

セル小鯛ヲ短期間蓄養シ鰹漁船二供給セルモノニシテ規模小二旦ツ短期間蓄養ナリシタメ六七

月以降ノ小鯛退散期二来遊スル鰹二対シテハ完ク供給ノ途ナク遺憾ノ裡二今日迄之ヲ持続シ来

リシモ近来本組合ノミニテモ餌取網拾一統四綬張網巾着網各数統其他付近漁村ノ同等網ヲ加フ

ル時ハ之ガ漁獲数ハニ万桶（一桶二斗入）ヲ超越スベク然モ此ノ大部分ハ蓄養設備ノ不完全ナ

ルタメ煮乾編（方言イリコ）トシテ製造セラレ之ヲ餌料トシテ販売スル場合二比シ価格拾分ノ

ーニ達セズ価テ本設備ヲ新設シテ抱擁区域内ヲ絶対静穏ナル水面トシ張網ヲ以テ外界ヲ遮断シ

四五月ノ盛漁期二漁獲セラル、小鯛ヲ収容シテ壱ケ月或ハニケ月間蓄養シ六七月以降ノ餌料欠

乏期来遊スル鰹二備ヘントスルモノナリ」

張網をもって囲続する水面は約8,000坪の大きさで蓄養期間も１～２ケ月を予定していた．

網仕切式の成績は不明だが，慢性的な餌料不足が解消されたとは思えない．ここで県北部・東

臼杵郡で餌料蓄養の試みが活発であるのはイワシの豊富なこと，蓄養適地に恵まれていること

の他に，郡内カツオ船が小型で近海を操業範囲としていることと関連してのことである．沖

合，遠洋化した南那珂郡ではその条件はなかったのである．

４．カツオ・マグロ漁業会社の出現とその挫折

漁船動力化以降の宮崎県カツオ・マグロ漁業の中にあって特異な地位を占めたものに，日南

水産株式会社がある．日南水産は宮崎県唯一の水産会社として大正８年３月９日に設立され，

発行株数１万株，資本金は50万円であった．本社は南那珂郡油津町に置かれ事業種類はカツオ

釣り漁業,カツオ節製造と販売，マグロ延縄漁業を計画していた．設立趣旨は第一次大戦による

経済の好況局面がカツオ節需要の増大，価格騰貴をもたらしつつある中で，漁携・製造・販売

を一貫し，かつ大量生産・販売のマス・メリットを追求せんとしたものであった．ただ哨集者

は本社のある油津町の既存カツオ・マグロ船主であり，それら船主の所有船を併合して経営を

行なっている点で特異であると同時に限界をもっていた．カツオ漁業会社として著名なのは明

治37年設立の枕崎鰹漁業株式会社，４０年坊泊鰹漁株式会社,４１年の東海漁業株式会社（焼津）
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等があげられるが，それらは日南水産株式会社より設立年次が古いというばかりでなく，会社

形態をとることによって積極的にカツオ漁業を発展させていくのに対し，日南水産の場合には

それがなかった．事業所は鹿児島県山川と大島に，販売所は静岡県清水に置いた．初年度たる

大正８年の状況を事業所別にみると，

経営方法「会社ハ漁船，餌料，機関士ヲ提供シ且監督者ヲ乗組マシメ之ヲ事業場ノ漁業者卜

契約ノ下二漁業ヲ為サシムルモノニテ漁獲物ハ会社七漁業者三ノ割合二分配シ漁業者ノ分配ヲ

受ケタル漁獲物ハー定ノ価格二買入ル｣L契約ナリ従来会社自ラカツオ節ヲ製造シ又ハ他ノ製造

鰹節ヲ買入レテ販売ヲ為シタルコトアルモ本年（大正９年……引用者）ハ主トシテ漁獲物ヲ生

売りシ鰹節トシテ製造シタルモノ約六千貫ナリキ」

山川事業場：「抑モ鰹漁儲ノ根拠他トシテ山川ノ属望セラルムハ，豊漁場ヲ控ルト餌料供給

ノ鏡多ナルトニ因ル．而シテ鹿児島湾内，処々好餌料場アルモ時二値段ノ騰貴スルコトアルハ

各地餌料買ヒノ故意二出ヅルモノニシテ，折角ノ好位置モ亦，是ガ為二遣』憾ナシトハ言う可ラ

ズ．故二本社ハ次年度二於テ各餌料場二多数ノ餌篭ヲ配備シ，小形発動船ヲ使用シ，之ヲ山川

二運搬シテ豊富安値ノ餌料ヲ得シメント欲シ，既二其計画ヲ立テタリ．」

大島事業場：「根拠地ダル花天事業場二第二日州丸一隻ヲ直営シ管鈍，阿室，加入，須古茂，

実久，西阿室ノ六ケ所ニー隻ノ貸船ヲナシテ就業シタリ．収得方法ハ花天ニテハ，生魚ノママ

十分ノセヲ本社所得トシ，他ノ場所ニテハ生魚ヲ製造シテ粗節トシ，之ヲ折半シテ其一半ヲ収

ムルノ契約ナリ．」

清水販売店：「静岡県下清水港ハ鰹漁業及製造業二於テ全国中ノ首位ヲ占メ，駿遠豆三地方

ノ中心トナリ，東京市場ニ近キヲ以テ，常二鰹節生産ノ多少卜市価ノ変動ト需給ノ状況トヲ知

ル便アリ．故二従来ノ委託販買二止メズ．本社ノ販売店ヲ同地二設ケ，既二有利二取引セラレ

ツムアリ．而シテ雷二販売店設置二適スルノミナラズ，尚ホ製造地トシテモ看過ス可キニアラ

ズ｡」それで翌９年には１日2,000尾を処理しうる製造所を設ける．

大正８年に出漁したのは13隻でその配置は山川に４隻，奄美大島８隻，油津および山川に１

隻である．１３隻の漁獲尾数は１７万５千尾で，１隻平均漁獲尾数は山川所属船で高く，大島のも

のでかなり低い．出漁は山川港を根拠地としているものは35航海で一航海平均３～４日ほどで

ある．奄美で操業するものは漁期は長いが，日帰り操業形態をとる．それは漁場に近いのと餌

料とするキビナゴが蓄養困難なためである．（表Ⅲ－５）

表Ⅲ－５初年度カツオ漁業成綾

一方，マグロ延縄には６隻が従事したが，漁獲したのはわずか137尾にすぎず，航海・出漁

も１～２回で打ち切っている．

会社の経営収支をみると，第１年度は２５，１９６円の利益があり，１株につき１円５０銭の配当

●津

山
大
油

(４隻）

(８隻）

(１隻）

68,579

103,424

2,912

174,915

平均出漁回数

３５回位

100回位

５回

出漁期間

川

島

山川

計

17,144

12,928

2,912

13,455

４月中～10月末

４月中～11月下

４．１２～5.1
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をみたが，大正９年度では１４万円余の大巾な赤字を出すにいたった．損失を生じた理由は，

「本年度ノ事業ハ物価騰貴ノ為メ漁携費製造費共二多額ヲ要セシニ拘ラズ春季一時小鰹漁獲

アリシノミニテ夏秋両季ヲ通ジテ殆ンド収獲ナク加フル二経済界激変二遭遇セシヲ以テ事業ノ

成績ハ全ク不結果ニシテ巨額ノ損失ヲ見ルー至りシハ誠二遺憾」

ここでは不漁とともに，第一次大戦後の反動恐慌とを原因にあげている．早くも経営危機に

陥った日南水産がとった対応は，１つは「事業資金の関係上本期（10年…引用者）鰹漁二於

テハ緊縮方針」をとったことである．カツオ船は山川に３隻，大島に２隻の大巾削減となっ

た．とりわけ大島事業所の所属船は８隻から２隻までに減ったのは「餌料常二不足シ活動意ノ如

クナラサル……」ためであった．マグロ延縄漁業には３隻が操業を行なっている．一方，清水

の販売所は閉鎖し，主に東京・大阪への委託販売に切りかえられた．他方，「在来ノ鯉釣漁業

ヲ変更シテ漸次定置漁業二代へムトシ」大正10年南那珂郡市木村築島地先にブリ大謀網の出

願をした．この日南水産によるブリ大謀網経営は，出願の度毎に近郷漁業組合との間に紛擾を

起しつつも，継続されていく．カツオ・マグロ漁業部門の動向は不明であるが，再び名前を出

さないことからして，間もなく消滅していったのではないかと思われる．カツオ・マグロ漁業

については会社経営あるいは複船経営は大正中期に一時出現したものの，瞬時にして挫折して

しまったのである．その後のカツオ・マグロ漁業経営は会社経営は言うに及ばず複船経営すら

ほとんど姿をみせず，一パイ船主に単一化していった．

５．マグロ延縄漁業の発展

宮崎県におけるマグロ延縄漁業は明治36年に県水産試験場で創業されて以来，急成長をと

げたといったが，動力船によるマグロ延縄は例の魁丸におけるマグロ延縄に関する部分だけを

取りあげれば，操業期間は11～３月の５ケ月間とし，漁場はカツオ漁場と同じく地元折生迫，

奄美大島，長崎五島，平戸ならびに沖縄県下一円としている．漁場として種ケ島は未だ注目さ

れていない．漁具は１鉢250尋のもの４０鉢を所持し，在来船の１鉢270尋のもの20～25鉢に比

較してかなり大きくなっている．乗組員は船長１，漁携長１，機関士１，漁夫７計１０人で，

その出身地をみると，船長が愛知県，漁携長が静岡県で漁夫の中にも１人香川県出身者がい

る．あとの漁夫は地元出身である．マグロ延縄に乗込んだ者のうちカツオ漁業にも従事するの

は機関士と地元出身漁夫５名で，他県からの雇用者はマグロ延縄のみに雇用された．船長，漁

携長が地元出身者でなく，マグロ漁業先進地からの雇入れであることは，宮崎県におけるマグ

ロ延縄技術がこの時点では未熟であることを示していた．

大正１年には種ケ島漁場が発見され，マグロ漁業の発展はいよいよ急になるが，当時の漁期

はマグロの沿岸来遊に規定されて，４～９月の夏期マグロ漁は県北部において経営せられ，１１

～３月の冬期マグロ漁は南部および中部地方で営まれていた．いづれもカツオ漁業と兼営であ

るが，県北部ではカツオとマグロ漁業は漁期からして競合関係にあり，南部は補完状況にあっ

た．県北部は漁船動力化一沖合出漁によってカツオ・マグロ漁業を競合から補完関係に転換

しいく．

漁法の改良で特筆されるのは，大正２年に水産試験場の笠狭丸にラインホーラーが設置され

たことである．

「鮪延縄漁業ハ普通漁船ニテハー隻二十鉢多キモニ十五鉢ヲ超ユルコトナシ然ルー本船ニハ揚
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〃
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さて，宮崎県におけるマグロ漁業を述べるに，県内船だけの状況では全体を把握できな

い．明治37年すでに鹿児島県串木野船が油津港を根拠にマグロ延縄に従事し，４２年には「大

分，鹿児島，愛知等諸県ノ出稼漁業者モ又増加｣〆大正４年では，「鳥取，山口，高知，鹿児島

等ノ諸県ヨリ発動機付漁船入漁シ油津港ノ如キハ頗ル段賑ヲ極メタリ」この大正４年に入漁し

縄器ダル「ラインホーラー」ヲ設備シ六十鉢ヲ使用シ尚ホ余力アリ」

「従来本漁業二出漁中天候急変ノ場合往々配へダル縄ヲ曳キ上グル能ハズ之ヲ放棄スルコト

アリシモ本機ヲ用フル二至ラバ此ノ恵レナキ……」

ラインホーラーの意義は肉体的・自然的制約を打ち払って労働生産性を大いに高めたところ

にある．大正４年における県下マグロ延縄漁業の状況をみてみよう（表Ⅲ－６および７)．マ

グロ延縄漁船は動力船27隻，無動力船155隻計182隻の多きに達している．隻数の多いのは

県南部では油津，南郷（大堂津はカツオ専業化の道を進んでいるのでマグロ延縄は多くない)，

中部の折生迫，北部の門川，細島，土々呂であるが，動力化の程度は南郷が圧倒的でその先進

性を物語っている．南部に動力船が集中している．折生迫はマグロ漁業発祥地であるが，一隻

の動力船も見ない．漁船動力化によって，乗組員が10名前後から１５名前後へと増加し，漁場

は地先沖合から主要漁場たる種ケ島に集中していくが漁期はかえって短縮する．地域では東臼

杵郡が特異で，無動力船では漁夫は７～８名で漁場は自郡沖合，漁期は夏期マグロを対象とし

ている．

表Ⅲ－６動力漁船マグロ延縄の概況

本郡沖合

南那珂・宮崎沖合

種ケ島及南那珂沖合

宮崎郡沖合
〃

東臼杵郡沖合
〃

〃

４．２０

３．２７

４．１４

５．２

５．６

１２月

５月

1１月

１２．１８

１．１３

１１．２１

１２．４

１１．２１

１月

３月

６月

０
０
５
０
９
０
０
４
８

●
●
●
●
●
●
●
●
●

０
８
８
９
７
８
７
５
７

１３
２
５
５
１
６
０
３
５

６
２
１
３
１
５１

組合名隻数 乗組員数開始終漁主たる漁場

(注）『大正４年度宮崎県水産試験場業務報告』ｐ、１０より作成

郷
津
津
海
迫
島
川
呂

堂
生
々
計

南
大
油
内
折
細
門
土

３
２
３
５
３

郷
津
津
海
呂

堂
々
計

南
大
油
内
士

６
３
３
４
１
７

１

２

１５～１９

１５

３０

９

１３

11～12月

１月中

１月中

1２月

１ 月

(注）『大正４年度宮崎県水産試験場業務報告』ｐ・１０～１１より作成

表Ⅲ－７無動力船マグロ延縄漁業の概況

中
中
末
初
月

組合名隻数１隻あたり乗組員数開始終漁主たる漁場
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１．カツオ・マグロ漁業の動向

まず昭和期（戦前）のカツオ・マグロ漁業の概況についてみておく．資料は昭和15年に行

われた全国調査「鮪鰹遠洋漁業に関する調査」の宮崎県分の原資料である．この資料は遠洋

Ⅳ：昭和期：大型船の出現と重層構造の形成

た地元外船は66隻で（内県外船58隻，県内船８隻)，うち５７隻までが油津港を，残り９隻が

南郷を根拠地としている．また入漁船は全て動力船（石油発動機57隻，吸入ガス機関７隻，

蒸気機関２隻）で県内マグロ漁船が15％しか動力化されていないのと格段の差がある．県外

船58隻のうち鹿児島県19隻（枕崎10,串木野６，屋久島・大島・水産試験場各１）高知県２６

隻，鳥取県10隻，愛媛県２隻，山口県１隻となっている．串木野船が入漁するに至った経過

は，串木野では明治10年代すでに春季は朝鮮海のサバ漁，秋季は対州沿海でのカジキ延縄漁業

が始まっているが，そのサバ漁の不振にかわるものとして日向灘のマグロ漁業が注目され，油

津港を根拠にして周年延縄によるマグロ・カジキ漁業を営むようになったのである．大正４年

に鹿児島県からの入漁船のうち串木野および水産試験場の竹島丸を除いては恐らくカツオ船で

あり，漁船大型化によって周年カツオ専業体制をとる以前の兼営形態としてマグロ延縄を操業

したものである．

大正４年度のマグロ延縄漁業を県外船をも含めて総覧しておこう（表Ⅲ－８)．

入漁船は県下マグロ水揚高の２４％，１/４を占めている．大正４年度はまだマグロ漁業の発

展途上にあるため，県外船の占める割合は以降次第に高まっていく．

表Ⅲ－８大正４年度のマグロ延縄漁業

郷
津
津
海
迫
呂
川
島

堂
生
々
計

南
大
油
内
折
土
門
細

一隻あたり漁獲高をみると，動力船では1,294円で無動力船の５３２円より著しく高い漁獲を

あげている．ただ入漁船は557円で全て動力船であるにも拘らず低位にあるのは，その県内水

揚げ期間が２ケ月であることと，全て宮崎県に水揚げするとは限らないことから生じた仮象で

ある．その点を考慮すれば漁船動力化によって漁獲量は著しく伸長したことは明らかである．

マグロ漁業発展の意義は，カツオ漁業の裏作として兼営されることによって，資本の回転を速

かにし，経営の自立化，漁船の動力化・大型化を助けた点にある．

6６３６，７８５

１

２７

164

34,925

動力船
隻数

動力船漁
獲高（円）

無動
船隻

入漁船漁獲
高（円）

漁獲高計
（円）

力無動力船漁
数獲高（円）

入漁船
隻数

組合名

３
２
５
５
１
６
０
３
５

６
２
１
３
１
５１

21,828

３，４７０

５，６３９

３，８２４

(注）『大正４年度宮崎県水産試験場業務報告』ｐ９

６
３
３
４

１ ３３，９９７

７，３８０

５７，５３８

６，４９５

１０，３１７

１８，９１９

１５，８３６

3,637

154,119

5７２５，８３１

１，２１５

3,910

26,068

2,671

10,317

18,919

15,836

3,473

82,409

９ 10,954
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１
７

漁業についてだけなので，全体像を把握するには補足が必要である．

表Ⅳ－１は地区別・トン数別カツオ・マグロ漁船隻数をみたものであるが，昭和１３年と

15年の比較にあたって次のことを確認しておかねばならない．それは15年の遠洋漁船のうち

カツオ漁業を営まないマグロ船が何綬あるかということで，調べてみると，油津に２，島野浦

１計３隻にすぎない．残り６１隻の半分づつカツオ専業，カツオ・マグロ兼営となっている．

カツオ専業が案外多いのは大堂津の１５隻全部がこれに属するためである．

表Ⅳ－１力ツオ・マグロ漁船隻数

1０

211

昭和15年遠洋カツオ・マグロ漁船

漁業組合名力騨耀数

(注）６２隻の集計

20～２９３０～３９４０～４９５０～５９６０～６９７０～７９

トン卜ン卜ントントン卜ン隻数下；雫~雲

２４２３

４１．５

18.0

111.5

18.8

2,686

1,043

郷
津
津
迫
海
川
呂
島
浦

堂
生
々
野
計

南
油
大
折
内
門
土
細
島

３
２
５
５
４
９
４
０
５
０

２
１
１
１
１
２
２１

2５

１２

１５

３ ５
２
８

１ ３
３

２ ２
２ ２３

７

２
４
６
４６

１
４
１
１３

１

４９．７

27.5

120.6

17.2

2,427

６２５

オ
ロ
オ
ロ
オ
ロ

漁業種類～'0トンぞう雫ラ２Ｗラ雫室雫ラビＷラ7i9~空
３６．３

２６．０

５０．７

15.9

1,395

６１３

ツ
グ
ッ
グ
ッ
グ

カ
マ
カ
マ
カ
マ

昭和１３年には120隻のカツオ船があるが（専兼を問わず)，その約半数が遠洋カツオ・マグ

ロ漁業に従事し，半数は近海操業である．県南部の南郷・油津・大堂津は漁船数も多く，かつ

全てが遠洋漁船である．ところが南郷・油津の遠洋漁船のうちには中。（大）型船もかなりあ

るのに対し，大堂津では全てが小型船でしかもカツオ漁業だけでマグロ延縄を行なわないとい

う特徴をもっている．中部折生迫・内海は全て近海操業であって，北部も近海操業が多い．北

部の遠洋カツオ・マグロ漁業は，あっても小型漁船によっている．１００トンを超える大型船は

昭和１１年まで南郷に１隻存在したことは確かめられるが，１５年では最早見当らない．

表Ⅳ－２はトン数規模別に乗組員数．漁獲高および１人あたり漁獲高をみたものだが，乗組

員数は事例の少なさから派生する例外を除けば，カツオ・マグロ漁業ともにトン数規模に比例

表Ⅳ－２漁船規模別乗組員数．漁獲高・１人当り漁獲高（昭和15年）

３５．５

２０．０

８４．２

３．６

２，３７２

１８１

18.2

10.7

18.0

３．５

９８７

３２３

３４．０

２０．３

４８．３

10.7

1,422

５２９

０
３
７
４
３
９

．
・
・
・
０
５

９
４
１
９
４
６

２
１
１

１隻あたり

乗組員（人）

１隻あたり

漁獲高（千円）

１人あたり

漁獲高（円）

２２．３

１４．８

２２．７

８．６

１，０１７

５７９
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する・１隻あたり漁獲高でも比例関係にあるが，相関は若干弱まる．１人あたり漁獲高はさら

にトン数規模との相関を弱くしている．漁船規模の増大によって労働生産性が必ずしも高まら

ない基本的原因は，漁携行程がいづれも単純協業の域を出ない段階にあることである．そうし

た事情の下では規模の経済性は明確にならない．小型船は消滅するどころか絶えず再生産され

てきた基盤は漁携技術の未発達のためであるといわねばならない．

さて，次に小型船によるカツオ・マグロ漁業の概要をみることにしよう．表Ⅳ－３によれ

ば，トン数・馬力数からして大正期のそれより一段と小型化してきたこと，小型漁船の参画は

漁場を近海漁場に縮小し，漁期の短縮，乗組員数の縮少をもたらしたことがわかる．

表Ⅳ－３昭和初期小型カツオ・マグロ漁船の操業様式

年地域トン馬力機関製造漁業種類・漁期乗組員漁場

昭和４年油津町

昭和４年伊形村
土々呂

1５油津町

1５

昭和４年門川村９．２１２

昭和５年門川村４８

伊形村
土々呂

伊形村
土々呂

昭和５年門川村１０．１１５神戸市

カツオ釣り４～９月１３人
マグロ延縄１１～３月１０人

マグロ延縄４～11,11～３月
棒受網９～11月
イワシ流網１２～２月

マグロ延縄１２～２月１５人
カツオ釣り３～８月
棒受網９～11月

カツオ釣り３～７月
マグロ延縄１～２，８～９月10人
小鯛・鰐延縄10～12月

カツオ釣り３～７月１１人
マグロ延縄１～２，８～９月
棒受網１０～12月

宮崎・鹿児島

東臼杵郡及種ケ島
〃

〃

宮崎・鹿児島

宮崎・鹿児島・大分

宮崎・鹿児島・長崎
大分

船体はいづれも木製で各漁村で自給されることは賛言を要しないが，発動機関も県内主要漁

港の鉄工所で製造されるようになったのは注目に値する．大正期には県内で製造できず，また

昭和期に入っても大型発動機関の製造が県外に発注されているのと対称的である．

漁業種類は県南部油津・南郷ではカツオ・マグロ漁業の２種類であるのに，小型化の著しい

北部ではイワシ漁業と組み合わされている．小型漁船は漁場範囲，カツオ乗組員，カツオ漁期

を縮小し，イワシ漁業の導入によって漁期毎に乗組員数も一定し，周年稼動する形態をとるこ

とになる．

２．カツオ漁業における重層構造の形成

漁船動力化がほぼ一巡する昭和期のカツオ漁獲高をみたものが表Ⅳ－４である．漁獲高統

計は統計のとり方によって著しく異なる．表－１の統計は「宮崎県統計書」のものだが，そ

の数字はＢ（｢宮崎県累年統計書｣）に昭和１．６年は一致するが，１０．１５年では極めて低

い．統計にはそれなりの根拠があるはずであるが，それが示されていないので推測する以外な

い．統計Ａ・Ｂを比べれば，昭和１８年でＢの方が高くなっているのを唯一の例外としてその

他はＡ・Ｂが同数かＡの方が高い．即ちＡが属人統計でＢが属地統計であればＡ－Ｂは県外水

揚げ高を示すことになる．そのように理解した上で（それでも表－１がなぜ過小となっているか

不明であるが)，表Ⅳ－４をみれば,漁獲量は昭和に入って，漁船動力化の普及によって飛躍的

に伸びていることを知る．そしてその後漁獲が増大せずほぼ一定してしまうのは，漁船の大型
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表Ⅳ－４カツオ漁獲高の推移（単位1,000貫）

５
１
０
７
７
９
７
９
７
１
０
５
３
６
４
８
５
０

０
２
２
９
１
７
２
９
２
９
３
１
３
１
２
４
５
０

３
２
２
１
１
１
２
７
５
４
２
４
３
３
４
９
４
９
１
１

年１
２
３
４
５
６
７
８
９
加
皿
旭
娼
辿
姐
岨
灯
肥
岨
別

和昭

Ｂ

化，あるいは漁獲能力を向上させる技術の発展がみられなかったことと関連して理解される．

ところでＡとＢが一致する，即ち漁獲物が全て県内で水揚げされるのは，１６．１７年の２年間

である．戦時体制下での県内水揚げ高の増大は，燃油を中心とする生産手段の配給制がもたら

したものだが，さらに，県内水揚げ奨励によって促進された．

「昭和１７年以降のまぐろ漁業の衰徴と共に，地元かつお漁船の鹿児島県山川，枕崎根拠する

ものを油津に移し，かつお漁業に専業するを奨励したので漁獲は増加した.」35）

さて，昭和１３年当時のカツオ操業様式をみておけば，

「本県二於テ鰹水揚地ノ主ナルモノハ県南ニアリテハ油津，南郷，大堂津，県北二於テハ門

川，細島，土々呂島ノ浦，中部二於テハ折生迫，内海アリ．本年度ノ出漁漁船ハ油津12隻，

南郷23隻，大堂津15隻，内海４隻，折生迫15隻，門川１９隻，土々呂４隻，島ノ浦５隻，細

島20隻（推定）総計120隻内外ニシテ,其ノ内県内各地ノ……(カツオ水揚げ高は約30万円…

…引用者)，２０～30馬力以内ノ小型発動船ハ鰹漁期中ト錐モ漁況ニヨリテハ，鯉漁業ヲ専業ト

スルニアラズ，鰻，鯛漁業ヲ営ムモノアリ，鰹漁ハ其地元近海二鰹群ノ来遊ヲ見ダル頃ノ定置

網又ハ地曳網ノ焚入網等ニテ漁獲セラレタリ荒鯛ヲ活カシ（蓄養セザルモノ）日帰リニテ出漁

スル程度ノモノ多シ、但シ県南大堂津ノ漁船ノミハ漁期中ハ鰹漁業ヲ専業トスルモノニシテ，

漁場モ薩南七島ニ渉リ操業シツヘアリ．

４０～50馬力以上ノ中型船ハ餌料関係ニテ鹿児島県山川港ヲ根拠トシテ出漁スルモノニシテ

1３

７
８
９
７
１
２
８
８
９
９
８
５
２
８
４

２
３
９
２
９
８
９
６
０
１
４
５
６
４
０

６
５
７
５
４
７
７
４
５
７
９
４
７
６
２

９
１

(注）ＯＡは県水産統計資料．ＯＢは県累年統計書による．



主トシテ県外へ水揚スルモノ（鹿児島県山川及枕崎港）油津11隻，南郷14隻，内海２隻，細

島４隻計30隻内外ニシテ（大堂津小型船10隻ハ本年度鹿児島湾口ニテ鯉漁多カリシタメ）其

水揚総額ハ．．…･約40万円ナリ.」３６）

これによれば，カツオ水揚げ高は県内より県外の方が多い．

昭和14年を例に県内水揚げ，県外水揚げの状況をみるために作成したのが表Ⅳ－５である．

同年のカツオ水揚げ総額は135万円であり，前年の約70万円を倍増するほどの水揚げ高であ

るが，水揚げ地は県内が30％，残り７０％は山川・枕崎両港に水揚げされている．

つまり漁獲高の増加分はそっくり県外水揚げ高の増加となっていること，それは漁船動力化

がもたらした漁獲高の増加分を県外に水揚げしていったことを，また宮崎県におけるカツオ漁

業の発展は県内のカツオ節加工の発展を随伴しないですすんだことを示している．

漁獲高の多いのは油津船で全体の４０％を，次いで南郷が29％と漁船の中・大型化した２地

区のみで全体の７割を漁獲しているし，県外水揚げに多くを依存している．逆に地元への水揚

げ高が高いのは大堂津，島野浦，細島，折生迫あるいは土々呂，門川であって，そこでのカツ

オ漁業は近海漁撹用の小型船によって行なわれている．

さて，ここでカツオ。（マグロ）漁業における重層構造について要約しておく．

重層構造は，カツオ・マグロ漁業・節加工技術のマニュ的性格に規定され，大規模経営の優

位性を充分発揮しえない段階で形成・維持される．この点，独占段階における重層構造とは異

質である．地域的には県南部と中部・北部との対立的共存の形をとり，県南部では中・大型船

による漁場の沖合・遠洋化，カツオ・マグロ兼営の純化ないし専業化，餌料購入・県外水揚げ

といった社会的分業の発達・節加工場の糾合・大量生産と全国市場向け節加工といった形態を

とり，県中部・北部では小型動力船による近海操業，イワシ漁業導入による多角経営と餌料

自給，地元水揚げ，零細加工場との結合，生産物の地元消費という構造をもつ．
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表Ⅳ－５力ツオ水場げ状況（昭和14年）

山隻数９

川馬力数７５～140

港水揚げ高(円)233,999

水揚げ〃（％）１７．３

(注）『昭和十四年度宮崎県水産試験場業務概要』ｐ、６６～７３より作成

372,563

２７．５

漁業組合名油津南郷大堂津折生迫内海細島門川土々呂島野浦計

１

５０

３，１９３

０．２

水揚げ期間昌頁
水揚げ高(円)54,054

〃（％）４．０

蝋蓋淳４６２

３～

１１月

115,257

８．４

２５６

５～

９月

８，８７６

０．６

９１

４～

１１月

121,220

９．６

１１４

４～

1０月

３，１５８

０．２

３４

５～

１０月

16,965

１．２

２６５

５～

８月

12,760395,029

０．９２９．３

１１３１４９

４～

１１月

20,296

１．５

５９

４．～

１１月

42,443

３．１

１３７

県
内
水
揚
げ

3

25～30

11,519

０．８

9

20～40

63,791

４．７

１５

１５～84

93,662

６．９

１

４０

２，５８６

０．２

3９１

５０

２，２６８

０．１

１５

２０～105

190,441

１４．０

3

15～2８

２，２２４

０．２

２

４０．５０

５７，４９８

４．２

9

15～20

16,261

１．２

4

15～60

22,753

１．７

２４７

５７と不明

２，３３７５８２，６６４

０．２４３．２

枕隻数１２

崎馬力数７２～142

港水揚げ高(円)253,473

水揚げ〃（％）１８．８
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３．マグロ漁業の転期

第二次漁船動力化によってますます隆盛の途につくマグロ延縄漁業にとって，最大の危機は

昭和恐慌による経営の窮迫であった．窮迫の打開は県外入漁船（鹿児島県船籍）と油津港の商

業資本との対決によって口火が切られる．

「不況解消の対策として，県水産会ではまずまぐろ延縄漁業の改善に着手したのである．…

(鹿児島･･･引用者）県まぐろ延縄漁業者は1,500名，その隻数は130隻で毎年１２月から５月ま

で宮崎県油津を根拠として操業し，漁獲高は約50～100万円に達し，全部油津港で販売してい

る．同地漁業組合は，販売手数料として水揚高の100分の７を徴収し，ほかに問屋に対し単に

船員が上陸の場合休憩，餌料の買入れ等の世話をするだけに止まるのに100分の３徴収され

る．その他餌料，氷，食料の買入れ等において多大の不利益を忍ばざるを得ない状態である．

これが改善が不況解消対策の根本策であるから，本会（鹿児島県水産会…引用者）は関係漁業

組合と協議し，販売手数料の軽減を油津漁業組合に交渉するとともに，まぐろ延縄出漁組合を

組織し，従来問屋に任せた事業の回収を計画し，先般来文書により，または当方から出向いて

しばしば交渉したのであるが，油津側では応諾の回答をなさず，しかも出漁時期は追々に切迫

したので，一大決心をなし，根拠地を南郷村に移すことに決意したのである.」37）

団体交渉のため昭和６年に設立された鹿児島県出漁組合が油津漁業組合に提出した要求項目

は以下の４点であった．

１）従来の問屋制度を廃止すること

２）手数料を６分から５分に引下げること

３）食料品の共同購入をなしうること

４）燃料は入札制度として毎月実施すること38）

結局，油津港の商業資本はこの要求を拒絶したので，出漁組合は隣村南郷村に交渉の場を移

し，全面的に受け入れられたので根拠地を油津から南郷（栄松・外ノ浦）に移すことになっ

た．

鹿児島県出漁組合の行動は油津港の商業資本による組織的妨害の下で成功裡に進められてい

る．

「本県マグロ漁船の南郷村新根拠地移転に際し，宮崎県当局と油津問屋が結托して，県外問

屋を抱え込み，本県漁船の漁獲物の不買同盟を行なう等，相当複雑な事情もあったが，本県一

致の対抗策によって，いつしか自然に解消し，今日では全国的に外ノ浦に殺到し，油津相場を

断然しのぐに至った……｣39）

出漁組合が水揚げ地を油津港から南郷村に移しえた背景は，船団出漁形式をとってきた結束

の強さと漁獲量の大半を占めるという優位性を基礎にしていたためであった．そうした条件の

ない他県船は従来通り油津港を根拠地としていた．油津港は鹿児島県船（1/3）の他に宮崎，

大分，佐賀，熊本，長崎，高知，徳島，兵庫，和歌山の諸県船が蛸集していたが，外之浦港に

は鹿児島県船（2/3）のほかは宮崎県の僅かの地元船と大分県船の一部だけで，鹿児島県の串木

野漁船が圧倒的比重を占めていた．

さて，根拠地を移し，前期的商業資本の蕊紳から脱却することによって出漁組合はそれだけ

で多大な利益を獲得した．外之浦港には昭和７年末に鹿児島県出漁組合が創設され，同年度で



油津鹿児島

〃 大分

〃 高知

〃 長崎
〃 宮崎
〃 その他

栄松鹿児島

〃 大分

〃 宮崎

計
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６５557,2

４９503.7

５５384.0

９７３．４

２９212.4

１７65.2

1041,116.4

２０219.1

936.1

3573,167.5

表Ⅳ－６マグロ延縄漁船概況（昭和11年度・昭和12年５月まで）

8,572

10,280

６，９８１

８，１５５

７，３２３

3,836

10,734

10,953

４，０１４

８，８７３
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(注）『昭和十一年度宮崎県水産試験場業務概要』より作成

4.8１２．７１６．４１８．１１９．１２３．５

108７０１４７

平均航海数

3５

６

4５

６

漁獲高規模別隻数漁獲高１隻平均
地県別漁船数

（千円）漁獲高(円）
根拠

78隻が62万円の水揚げをなしたが，「この第一年次にあげた利益は，手数料では前年に比較

して18,000余円が浮いたほか，組合共同購入により漁業用氷で3,300円，餌料１万円，燃料

油４万円，その他を含めて約８万円は確実に負担軽減となり……｣40）

油津港側も鹿児島県船への妨害が不発に終るや，南郷に合わせて手数料の引下げ，前期的略

奪の廃止を行なうなどして近代的商業資本として脱皮していく．

表Ⅳ－６は根拠地別，船籍別，漁船隻数,水揚げ高をみたもので,油津港は鹿児島，高知，大

分，宮崎，長崎，和歌山等の船が224隻，全体の６３％の船が根拠地とし，５７％の水揚げをな

している．南郷村栄松港では鹿児島県船が圧倒的に多く，次いで大分県，宮崎県と続く．３７％

の船が43％の水揚げをしていることからも知れるように，鹿児島県とりわけ串木野船の一隻

あたり漁獲高が高い．根拠地の移転にともなう利益は大型船で大きかったと推測される酢その

他県外船，和歌山，徳島，熊本，佐賀，兵庫は漁獲高の少ない船が多く，宮崎県も高知県と同

様零細なものが多い．このことは単に漁船規模によるだけでなく，マグロ・カツオ兼営による

制約のためと思われる．航海数は漁獲高に比例して多くなっていることがそのことを裏付け

る．

４．大型船の出現

昭和期に入り，宮崎県カツオ・マグロ漁業は２極に分化する傾向をみせるが，一方の極たる

中・大型船の操業・経営様式をみておこう．

県立図書館に所蔵されている政府の遠洋漁業奨励法や県の水産奨励規則に基いて奨励金交付

申請書のうちから５０馬力以上のものをとりあげると６事例がある．そのうち３つは昭和初期

以前，残りの３事例は昭和10～12年のものである．番号１の漁船は明治43年に建造され例外

をなすので，おおむね中・大型船の出現は昭和以降であるといってよかろう．

大型船出現の背景について番号２の春日丸では次のように述べられている．

「鰹釣漁業及鮪延縄漁業ハ共二本県二大主要漁業ニシテ現在二於テモ動力付漁船ノ大多数ハ

戸～ 戸、ジ ヘヴ 20,000
12,00016,00020,000～

〆～

4,000

へゴ

8,000

５
３
４
５
３
４
３
２
３
４

２
１
１
１
１
９

５
１
１
３
７

２
１
１

２

６
６
１
０
５
２
６
４
６
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１
６
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１
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１
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雲出願年地区出願者駿静機関製造所漁種漁期

表Ⅳ－７大・中型漁船一覧表

漁場

217

４昭和10年〃福井忠太郎８０

５昭和11年油津町矢野平被１０５

６昭和12年〃石井弥三郎５８１２０

１明治43年南郷村西村伝作４０９０

西村喜相
２昭和４年〃西村伝作１２０２００

山下弥三郎

３昭和５年〃西村伝作１２３２０５

新潟鉄工所墨ﾂ譲釣戦二韻喜嬉二美榎熊藷
カツオ釣り２～11月三陸沖～小笠原～台湾７６
マグロ延縄１２～１月北海道以南～台湾３６

カツオ釣り２～11月〃６７
マグロ延縄１２～１月〃２６

日本発動機〃
Ｋ、Ｋ、〃

宮崎・鹿児島・三陸沖
吉見鉄工所： 宮崎・鹿児島

新潟鉄工所＃韻字二卿豊騨曇巽菖.大東島

之二従事シ其漁獲高ハ本県水産額四百万円ノ三分ノーヲ占ムルモノナルガ近年魚群ノ来遊頓二

逓減シ遂年漁場ヲ拡張スルニ非ザレバ能ク漁利ヲ全ク難キー至レリ就中鰹漁業二於テハ三月ヨ

リ六月二渉ル期間ハ大型船ヲ除ク本県一般ノ現在出漁スル自県沖距岸五十浬以内及鹿児島七島

灘二相当魚群ノ回遊ヲ見ルモ七月以降十一月二至ル期間ハ魚群全ク此ノ区域ヨリ影ヲ没シ去ル

ヲ以テ空シク撃船シ……」

すなわち動力化の普及は，漁獲高を上昇させるが，それに伴いカツオの来遊は減少をきた

す，ためにカツオの群来を待つのではなく，カツオを求めて遠洋に乗り出すために，漁船の大

型化・高馬力化を要したというのである．ただ漁船の大型化・鋼製化・高馬力化には彪大な資

金を必要とする．番号２．３の大型鋼船の場合創業費だけで１２万５千円近くを要している．こ

の額がいかに大きいかは番号４～６の中型船の創業費が２万円足らずであったことと比較すれ

ば自明である．さて，昭和初期に建造された大型船はその後は出現せず，４０～５０トン・100馬

力前後の中型船にとどまってしまうのはなぜであろうか．この問題は２つの側面から考察され

る必要があろう．１つは大型船の建造は昭和初期であり，中型船の建造は昭和恐慌以降である

という時期的制約からくる．この点は大型船の経営分折の項にゆずるとして，第２の側面は担

い手の性格である．大型船の建造者には南郷村の西村伝作が必ず顔を出すが，この人は明治

35年に南郷漁業組合の前身たる目井津漁業組合の発起人であり，理事として共同販売事業に

｢寝食を忘れて奮励努力し｣，３８年には県下で最初に「目井津水産合名会社を組織せしめ藁台

網及小台網漁業を為さしめたるが小台網の如きは非常の好成績を示して県下の模範とな｣４１）っ
ている．さらに明治43年には県下で最初の蒸気機関船を建造したかと思うと，先述した日南水

産会社の常務取締役として宮崎県のカツオ・マグロ漁業発展の基礎をなした人物で，根っから

の産業資本家であった．彼の勇猛果敢なパイオニア精神こそ県下最初の大型船・鋼鉄船を建造

させたのである．

大・中型船がいづれも南郷村および油津町に集中しているのは，これまで纏々ふれた通り，

この地区こそ県下１～２位を争う漁港であり，カツオ・マグロ漁業の根拠地であったからとい

う事情による．大・中型船の発動機関はいづれも県外で製造されたもので，小型発動機関は今



10ケ月・68人’1.5ケ月・27人’1.5ケ月
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水場げ高（円）

や県内で自給されるようになったのと著しい対称をなすが，県内で大型機関を製造できないと

いうところに，宮崎県のカツオ・マグロ漁船の大型化・高馬力化が一部の地域の一部の者によ
って担われたにすぎないという，特異性を反映しているわけである．

漁業種類はカツオとマグロ延縄との兼営であるが，同じく兼営であるといっても，小型漁船
のそれとは性格を異にすることはしばしばふれたところである．乗組員の構成および賃金形態
について番号２の春日丸（番号３の第２春日丸も同じ）を例にみておく．

カツオ漁期乗組員68人,マグロ漁期には27人が雇用されており，漁閑期にも幹部漁夫・機関

部職員12人に賃金が支払われている．すなわち船長以下水夫にいたる幹部ないし機関部職員
は年雇であるのに対し，漁夫・餌買入人は漁期毎の雇用である．さらに乗組員全員固定給が基
本であって，漁獲高に比例して配分されるところの歩合給は全賃金の１８％程度にしかすぎな

い．春日丸の例で示された賃金形態は固定給を基本とするが－後にみるようにこの時期は小

型船においても固定給がとられていた－固定給がとられたのは，小型漁船のそれと意味がち

がう．大型船においては総資本に占める労賃の比重は極めて小さい．資本の有機的構成は同時

期の小型船が0.57前後であるのに春日丸では0.18となっていることでも明らかなように，固

定給の比率を高めても船主にとってさして問題ではない．それどころか固定給ということで優
良な漁夫を確保し，漁獲競争上の優位性を一段と発揮せんとしたものである．

表Ⅳ－８春日丸の乗組員および賃金（昭和４年）

105,000 15,000

船 長

航海長

漁携長

機関長

無線局長

油差５人

水夫１人

漁夫

〃 （小人）

餌買入人（１人）

カツオ釣り｜マグロ延縄’休漁期

７００

１，１００

７００

１，０００

１，０００

２，３９０

450

18,400

３，４００

５００

期間及び乗組員数

５
５
５
０
０
９
８
０
５

０
６
０
５
５
５
６
０
５

１
１
１
１
１
３
６
２
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’
5,250（５％）’1,500（10％）

大型漁船の場合，マグロ延縄漁具の大規模化（幹縄２１０尋のもの120鉢)，ラインホーラー

の設置，氷の使用量の増大，無線電信装置がとりつけられるなどの改良をみたが，カツオ餌料

については餌料購入係を専門に置くなどしてその安定確保に重大な関心が払われていた．

大型船の経営収支は（表Ⅳ－９)，番号２の春日丸（建造は昭和１年)，番号３の第２春日丸

（昭和３年の建造）で若干年でみられる．それによれば昭和３年度の第２春日丸がマグロ延

縄部門で若干の利益を計上した以外は全て損失となっている．ところがその損失は経年的に縮

小に向っていることから，当事者は乗組員が大型船と新漁場に不慣れなのが克服されたらとい

１
１
固
定
給

歩合給（）内は水揚げ高に占める割合



春
日
丸
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１
２
３

う期待を抱いていた．だが，経験の蓄積・熟練の成果をみないうちに，大型船は昭和恐慌によ

って破局的打撃を蒙るのである．昭和恐慌は漁獲物販路の閉塞，魚価の暴落，生産手段の高騰

を引きおこした．この間魚価は10貫あたりマグロが２０円から１５～１６円に，カツオが１５円か

ら一気に６～７円へと大暴落を告げた．恐慌は，借入金に依拠した彪大な設備・経営費・魚価

の暴落とりわけカツオ専業化を志向した大型船に手痛い打撃を与えていった．昭和恐慌を境に

大型船の出現は影をひそめ，カツオ・マグロ兼営たる中型船に生産力の中心的担い手の座を引

き渡すのである．

表Ⅳ－９大型船の経営収支（円）

8,529
9,094

－１０，５９５
－７，８３４
－４７６
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二
丸日

第
春

３
４

51,744
53,636

1,846
1,606

53,589
55,242

654

611

マグロ船
昭和年

名

カツオ

５．賃金

カツオ・マグロ漁業漁夫の賃金については便宜上ここで一括して取扱う．賃金形態はＡ＝固

定給，Ｂ＝歩合制（漁獲高の一定割合をもって賃金部分とする)，Ｃ＝大仲経費制（歩合給で

あるが一応区分して扱う，漁獲高より大仲経費を控除した残額の一定割合をもって賃金とする

もの）に３分し，各時代・時期毎の形態をみる．

（１）藩専売制をしいた鉄肥藩でのカツオ漁業経営は「……漁船に定数があって其以外には許

可されぬ又釣上げた鰹は漁業取締役問屋立会の上で其数を調べて之を鰹節製造人に引渡し其売

上高を五等分して別当，製造人，仕登し料，船主，取締に分配した.」42）

鉄肥藩における４割におよぶ貢租と水夫役の重圧によって，カツオ船はカツオ節売上高の２

割をもって経営されねばならなかった．漁夫労賃はいうに及ばず，船主取得も飢餓水準でしか

なかった．

（２）明治期；明治24年の調査によれば「鰹釣ノ如キモ只同村ノ漁夫人締約シテ時々其収益

ヲ分配スルノ有様｣43）として大仲経費制を推測させる記述がある．また37年の調査では歩合給

（具体的には漁獲物を乗組員12人と船代7.5人を加えた１９．５人で割り，１人前の分配とした．

船頭には別途船代より増代が支給される)，大仲経費制（漁獲高より大仲経費を引き，残額を

船主４，乗組漁夫６の割合で配分する）両方式が用いられるとしている．ただ，帆船時代には

歩合給・大仲経費制といっても，親方船で船主が加工場も併営したりしていれば，漁獲物の買

い叩き，大仲経費の過大評価による詐取・前期的収奪が横行して，近代的賃金たる性格をもっ

ていなかった．宮崎郡青島村折生迫の例では明治維新後「…水夫ト親方ノ間殆ンド相対等シ只

其船具ノ親方二属スルヲ以テ分配ヲ多クスルニ止マルノミ，故二表面ニハ親方ノ収利寡キガ如

ク見ユレトモ親方ト水夫トノ間二行ハル、配当ノ手続キハ漁船ノ帰着スルヤ漁獲物ハ尽ク之ヲ

親方二取り－尾幾何又ハー貫目幾何トノ率ヲ立テ之ヲ収領シ，其漁獲物ハ親方ノ処置二任ス，

水夫二配スベキ数量ハ魚価ノ時価二比シテ甚シキ廉価ナルヲ以テ親方ノ利益ヲ占ムル常二多シ

11,911
71,407
78,439

9,426
1,216

収入支出利益収入支出利益

1,315
63,570
77,960

3,254
3,139

8,771
11,406

－５，３９６
－５，９５５



大正４～５年

大正８～９年

大正10～13年

昭和３～５年

昭和７～11年
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１０カツオ釣り＋マグロ延縄

８カツオ釣り＋マグロ延縄

９カツオ＋マグロ＋イワシ漁

1４〃

９〃

ト云う｣44）

この船主自体もまた，前期的商人資本に隷属せしめられていたことは前にみた通りである.

（３）動力化初期＝大正期

表Ⅳ－９は小型カツオ・マグロ動力船の賃金形態の変遷を大正以降についてみたものであ

る．表を参考にしながら以下論述をすすめる．県下最初の動力船魁丸の賃金形態は大仲経費制

と固定給とが併用され，漁獲高より大仲経費を差引き，船主４，乗組員６の割合で配分し，職

階給は漁携長２代，表船頭が1.5代，製造人・平漁夫１代であった．また機関士・漁携長・漁

携手には船主から大仲経費制の４割に相当する額が固定給として支給されていた．幹部漁夫に

ついてだけ大仲経費制と固定給とが併用されていたわけである．平漁夫と漁拶長との賃金格差

は３．３倍と大きい．魁丸の事例は特例ではなく，漁船動力化の時期に賃金形態も歩合給・大仲

経費から固定給への移行が広く認められる．

表Ⅳ－９小型カツオ・マグロ漁船漁夫における賃金形態の変遷

18～１９トン

12～１５トン

７～１０トン

１０トン前後

〃

０
５
２
９
１

１

年事例数業種(標準）トン数固定給歩合制妻仲慧
ＡＢＣ

６
７
０
４
８
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４
１
９
０
１
１

Ａ＋Ｂ＝４，Ｂ＋Ｃ＝６

Ｂ＋Ｃ＝５

Ａ＋Ｂ＝２

Ａ＋Ｂ＝７，Ｂ＋Ｃ＝２

Ａ＋Ｂ＝１

大正３年頃の門川漁業組合では，「出稼漁業ノ組織ハ現今ハ全部発動機付漁船二漁夫約二十

五人乗組ミ出漁ス漁夫ノ収入二月給制度ト歩合ノミニヨルモノトニニアリ月給ニヨルモノトハ

平均一人十四五円ノ給料二売上高ノ八分ヲ歩合トシテ漁夫二分配ス単二歩合ノミニヨルモノハ

総売上高ヨリ経費全部ヲ控除セル残額ヲ折半シーヲ船主二他ヲ漁夫ノ所得トスル方法ニヨレリ

然しトモ近来漸次月給制度二改メラレ歩合ヲ以テスルモノハ僅ニニ割内外二過キサルニ至し

り」

同じく大堂津組合では県外出漁では「組合員所属ノ漁船二乗組出稼スルモノト他組合船二雇

ハレ出稼スルモノトニ種」あったが次第に前者の衰退，後者の普及がみられるとしたうえで，

｢其主因ヲ考フル二従来雇主ト漁夫トノ契約ハ主トシテ漁獲高二対スル歩合制度ナリシヲ以テ

漁夫モ魚物売買其他魚代金二関シ各自一部ノ権利ヲ主張シ随時漁獲高ノ配当ヲ受ケ天候不良其

ノ他ノ休日ノ場合ハ妄二金銭ヲ浪費シ不品行ヲ敢テセシカ現今ハ主トシテ月給制度二改メ双方

契約締結ト同時二出稼期間二対スル月給ノ全額或ハ多額ノ前借ヲナシ其全部ヲ家族ノ日常生活

費二充当スルカ又ハ負債ヲスル等ノ有利ナル資二供スルニ至り家族ノ扶養漁村維持ノ観念ヲ強

メ随テ漁業精励ノ度モ前日二倍シ浪費ヲ戒メ風紀ノ改善ヲ見ルー至しり」

固定給普及の要因についてのこの指摘は一面的・現象的であって，正鵠を得ているとはいい

がたいが，それでも固定給が県外船よりもたらされたこと，そのことは船主・漁夫間の血縁・

地縁的結合の稀薄化に随伴して発生し，県外出漁船から段々に普及したこと，さらに固定給の

採用は漁携活動を刺激し，漁夫の生活を安定させたことがわかる．
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前掲表Ⅳ－９によれば大正４～５年のカツオ・マグロ漁業における一般漁夫の賃金形態は，

Ａ＋Ｂ，Ｂ＋Ｃの二方式がとられている．この場合Ｂ＝歩合給は１０％，Ｃ＝大仲経費制は

50％であり，船長，漁携長，機関士（長)，水夫，油差等の幹部漁夫，機関部職員にはいづれ

も固定給がついている．

さて，全国的にみれば漁船動力化の過程で賃金形態は固定給から歩合給への切りかえが進ん

だといわれている．『日本漁業の経済構造』では，「明治の初年から三○年頃の期間に固定給

制度へと移行を始め……」たが，「漁業における支配的な賃金形態を確立するのに至る前に再

び歩合制にとって代られるのであって，……かかる固定給制への芽生えは明治三○～四○年代

に早くも刈り取られてしまうのである.」この固定給制が挫折していくのは，漁船動力化をも

たらしたのが，「問屋＝商人資本の「産業資本」への転化」によってであり，「資本は歩合制の

中にこそ自己の資本蓄積の最も甘美なる地盤を発見」したためであるとする45)．

一方，伊豆川氏は固定賃金ないしは歩合固定賃金併用は明治期から大正期にかけて大巾に減

少してきていると指摘した上で，「これは，漁業技術の変化を契機として旧来問屋資本が一時

後退したことが大きな原因」としている．すなわち，「固定賃金制をとった鰹漁業の背後には

潤択な資金をもつ問屋即ち商業資本が介在していた」が，その商業資本の後退によって歩合制

がとられるようになったというのである46)．

両者の見解は明治末期にはそれ以前かなり広汎に普及していた固定賃金制は崩壊し，歩合制

にとってかわられるという点で共通しながらも（宮崎県では逆)，その原因となると『経済構

造』では「問屋＝商人資本の「産業資本」への転化」といい，伊豆川氏の「旧来問屋資本の一

時後退」というのと全く説を異にしている．

宮崎県では動力化の時期に全国的動向とは逆に，歩合給ないし大仲経費制から固定賃金へと

移行した．それは一方で，カツオ漁業経営の前期的資本の蕊紳からの自立化がマグロ漁業の発

展にも支えられて進み，かつ漁夫にとって相対的に優利な経済的環境－特に第一次大戦好況

によってもたらされたカツオ漁業の発展は，沖合，動力化に即応しうる優良な漁夫・技術者に

対する需要を高め，相対的に漁夫の立場を有利にしていったために生じた．このことを裏付け

るように，反動恐'慌にみまわれた大正８～９年には固定給はすっかり影をひそめ，Ｂ＋Ｃない

しはＣが大多数となる．このうちＢは１％ないし３００円といった極く小率・少額であって，実

質はＣ形態のみとなった．Ｃは50％が標準である．幹部漁夫・機関部職員についても，固定

給は少数事例となり，Ｂ＋Ｃ方式が支配的となる．賃金形態としてのＢないしＣは賃金の後払

い（流通資本の節約)，漁夫の賃金を船主の利益に結合させることによって，監督労動を不要

にし，かつ漁獲が少ないかあるいは皆無であれば，その間の労働は不払労働とさせる特徴をも

つ．経済不況，恐』慌局面にあっては，漁業経営の悪化を労働者搾取の強化によって切り抜ける

ために歩合制賃金形態が広く採用されるのである．船主利益率は大正４～５年では１５％前後

であったのに，歩合制賃金の波及をみた８～９年頃には利益率は１０数％から５０～60％もの高

率まであらわれ，搾取度が一層強まっている．大正10～１３年頃には，より小型漁船によるカ

ツオ釣り・マグロ延縄にイワシ漁業あるいは小延縄を追加した漁携方式が拡がるが，賃金形態

は恐慌からの脱出，好況への推転によって漁業経営は再び余裕をとりもどしたため，全ての漁

船に固定給が採用されている．
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（４）昭和初期では固定給採用がまだ支配的であるが，大正末期に比較すれば，ＢないしＣを

採用する漁船の増加もみられる．ただＢは漁獲高の５～10％で前期より若干低下し，一方Ｃ

は50～60％へと上昇しているので，Ａ＋Ｂ，Ｂ＋Ｃの併給方式であってもＢの占める比重は

１０％台にすぎず，賃金形態のうちＢの意義は薄れつつあるということができる．これは生産

手段の価格が漸騰するのに対応していることはいうまでもない．

また，昭和初期にあらわれる中・大型船の賃金形態は固定給を中心とし，その形態変化に乏

しいのは総資本に占める賃金部分の比が小さく，賃金形態によっては経営が左右されにくくな

ったことや，固定給により優良な漁夫を確保して漁獲競争上の優位を確保せんとしたためであ

ろう．

さて，カツオ・マグロ漁業の賃金形態も昭和恐慌以降，経営の逼迫を反映してＣが圧倒的多

数となる．Ｃの水準は60％と高くなってはいるが，利益率も昭和初期の１０％台から２０～３０

％にまで上昇している．幹部漁夫・機関部職員も漁夫と同じくＣの賃金形態をとる．漁拶長と

漁夫との賃金格差は２倍程度にまで縮小してきている．

以上，カツオ・マグロ漁業における賃金形態の変遷をたどってきたが，賃金形態を固定給お

よび歩合給（大仲経費制は歩合給である）に二分すれば，前者は漁夫に，後者は船主により有

利な賃金形態であるということができる．その両形態が度々入れ換るのは，船主と漁夫との力

関係の変化に依拠してのことである．ところが戦前における労働運動は漁業においてはほとん

どみられないので（船頭を通じての漁夫雇用，船主と漁夫との地縁・血縁的結合の強さ－経

済外的強制の強固な残存が原因)，両者の力関係の変化とは，日本における資本主義発展過程

での産業循環に規定されてのことであるという以外ない．経済の繁栄・好況局面ではカツオ・

マグロ漁業も活発化し，漁夫需要の増大が漁夫の立場を相対的に優位たらしめ固定給がとり入

れられる．船主経営の余裕がそれを許諾する．

他方，不況・恐慌局面ではカツオ・マグロ漁業も沈滞・経営の逼迫があらわれて，それを漁

夫に転稼するため歩合制が採用されることになる．漁夫の立場はその需要の減退によって低下

せざるを得ないという具合に47)．

追記

あえて要約を期すまでもないので割愛させていただく．本稿を書き終ってからも若干の資料

が集まっているが，次回を期したい。とりあえず拙稿「錦江湾の漁具・漁法の変遷」岩切成郎

編『錦江湾一自然と社会一』（昭和53年）所収を参照されたい．

最後に本稿作成にあたって多くの方々の協力を得た．とりわけ，本学の蔭山純由・森永晃一

の両氏には資料蒐集・統計整理で大変お世話になった．記して深謝する次第です．

注

1）農林省水産局『旧藩時代の漁業制度調査資料第１編』（昭和９年）325頁．
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5）出漁組合の創立は『明治四十年宮崎県県治概要』によれば明治40年３月であるが，先に明治37年４

月の新聞には「出漁組合は過般成立」したとされているので，明治後期というにとどめた．

6）明治37年４月２３日，宮崎新報．
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７）『油津漁業協同組合創立七十年史』（昭和47年）141頁．
８）柳田龍太郎著『前掲』４１頁．

９）農務局『水産事項特別調査』（明治27年）５１３頁．

10）農務局『前掲』436頁．

11）『宮崎県水産試験場創立十年記念号』（大正１年）５０頁．

12）『明治三十八年度水産試験場業務報告』４５頁．

13）『宮崎県水産試験場創立十年記念号』５１頁．

14）『宮崎県県治概要』（明治40年）

15）『昭和十三年度宮崎県水産試験場業務概要』３０頁．
16）大正９年５月１４日宮崎新聞．

17）『明治三十六年度宮崎県水産試験場業務報告』４１頁．
18）『明治三十七年度宮崎県水産試験場業務報告』２頁．
19）『明治三十七年度宮崎県水産試験場業務報告』１頁．
20）『明治四十一年度宮崎県水産試験場業務報告』９頁．

21）明治37年１月１０日，宮崎新報．

22）『明治四十四年度宮崎県水産試験場業務報告』６～７頁．

23）明治４１年６月６日，日州新聞．

24）明治41年６月２３日，日州新聞．

25）カツオ漁業の盛んな鹿児島県でも明治41年に坊泊鰹会社の所属船舞鶴丸（西洋型帆船・３５トン）に
３５馬力の石油発動機がとりつけられたのが最初である．鹿児島県刊『鹿児島水産史』（昭和43年）３０１
頁．

26）『明治四十四年度宮崎県水産試験場業務報告』６頁．

27）『明治四十四年度宮崎県水産試験場業務報告』６頁．
28）『油津漁業協同組合創立七十年史』７０頁．

29）鹿児島県節類水産組合『さつまぶし』（明治四十五年）７４～85頁より．
30）これは資本主義的再生産過程から生み出されるものであって，自然的制約による吸収・反発と理解さ
れてはならない．

31）伊豆川浅吉氏はその著書『日本鰹漁業史・下巻』（昭和33年）の中で，カツオ漁業が「資本家的経営
の一特殊型態としてのマニュファクチュアー的型態」（253頁）となるのは，昭和以降の漁船大型化・
高馬力化によって達成されるとしている．大正期のカツオ漁船動力化をして資本家的経営と称しない理
由として氏は，「資本の原始的蓄積が低度であつ」て「資本家的経営特有の継続的な大規模な漁携が出
来」ず，「又，かかる経営の反面には前期的な色々な社会関係を含んでい」（184頁）るからであると
している．氏の「規定」はマニュ的漁業にしばしばみられるものであって，否定する論拠とはいいがた

い．資本家的経営か否かは資本と賃労働との対立的結合が果されているかどうか，したがって又，前期

的資本の産業資本への転化，前期的資本からの自立化をもって判断基準とすべきである．伊豆川氏は実
証面においても明治末期の動力化は前期的資本の一時後退をもたらすとするが，その論拠をカツオ漁業

の衰退地域での前期的資本の動向に求めるという誤りを犯している．

32）『大正十七年度宮崎県水産試験場業務概要』７頁．

33）『大正六年度宮崎県水産試験場業務概要』３３頁．

34）以上は『大正十一年度宮崎県水産試験場業務概要』１３～１４頁による．

35）『油津漁業協同組合創立七十年史』141頁．

36）『昭和十三年度宮崎県水産試験場業務概要』４～５頁．

37）冨宿三善著『串木野漁業史』（昭和46年）250～251頁．

38）『鹿児島水産史』896頁．

39）冨宿三善著『前掲』253頁．

40）冨宿三善著『前掲』253頁．

41）明治41年６月２３日日州新聞．

42）大正５年10月１０日宮崎新聞．

43）農務局『前掲』530頁．

44）伊豆川浅吉著『前掲上巻』106頁．

45）近藤康男編『日本漁業の経済構造』（昭和28年）201～205頁．

46）伊豆川浅吉著『前掲下巻』238～239頁．
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47）

鹿児島大学水産学部紀要第27巻第１号（1978）

漁業賃金一特に歩合制賃金については若干の補足を必要とする．歩合制賃金は，その形態からして

封建的なものであり，固定給が資本主義的形態であるとする伊豆川浅吉氏や岡本清造氏は『資本論』の
いう出来高賃金（歩合制賃金）は時間賃金（固定給）の形態転化したものであり，「資本主義的生産様

式に最もふさわしい賃金形態」であって，「それがはじめていくらか大きな部面を占めるようになるの
は，本来のマニュファクチュア時代のことである」（大月版722頁）ことを座視したといわざるをえな

い．一方賃金を単にその形態だけから論ずるのではなく，生産関係の中でとらえることも行われてい

る．近藤氏は「歩合制はマニュ的漁業を中心とする現在の日本の漁業の段階が，ギルド的技能体系と単
純な協業とによって行われている場合において，その頂点たる船頭を中心とする身分的職階性の維持た

るところの賃金体系であることを忘れてはならない.」（近藤康男著『漁業経済概論』（昭和34年）１２６

頁）という．だが，船頭制とは技能的技術水準に基礎づけられた「労働者による労働者の搾取」形態で

あって，生産関係そのものではないことに留意する必要があろう．この点岩切氏は「歩合制賃金を船頭

制雇用（傍点引用者）と癒着した労働条件というより生産関係として理解す」べきであるとしている

（岩切成郎著『漁村構造の経済分析』（昭和44年）５５頁)．賃金論はあくまで「資本の労働者の搾取」

としてとりあげられねばならないし，さらに，日本資本主義の構造と発展の中に位置づけて考察されね
ぱならない．


